
規 則

�愛媛県規則第９号
愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の規則で定める事務並びに同条例別表第２の規則で定める事務及び情報を定める規則の一部

を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の規則で定める事務並びに同条例別表第２の規則で定める事務及び情報を定める規則の

一部を改正する規則

愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の規則で定める事務並びに同条例別表第２の規則で定める事務及び情報を定める規則（平成

２７年愛媛県規則第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の規則で定める事務並びに同条例別表第２の規則で定める事務及び情報を定める規則の一部を改正

する規則…………………………………………………………………………………………………………………………………………………（市町振興課）……１

○ 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則等の一部を改正する規則…………………………………………………………………（財政課）……２

○ 特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）……２３

○ 審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則……………………………………（保健福祉課医療保険室）……２５

○ 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則及び愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部

を改正する規則………………………………………………………………………………………………………………………………………（子育て支援課）……２５

○ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則…………………………………………（障がい福祉課）……３２

○ 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する規則……………………（ 〃 ）……３２

教育委員会規則

○ 愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及び情報を定

める規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………………………………（教育総務課）……３３

○ 愛媛県美術館管理規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（文化財保護課）……３４

人事委員会規則

○ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則等の一部を改正する規則

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………（人事委員会事務局）……３５

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………（ 〃 ）……３８

○ 期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………（ 〃 ）……３９

○ 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則………………………………………………………………（ 〃 ）……３９

公安委員会規則

○ 愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（警察本部警務課）……４８

公営企業管理規程

○ 愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程…………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）……４９

改 正 後 改 正 前

（条例別表第１の規則で定める事務）

第３条 条例別表第１の３の項の規則で定める事務は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 生活保護法第２９条第１項の規定に準じて行う資料の提供等の

求めに関する事務

（条例別表第１の規則で定める事務）

第３条 条例別表第１の３の項の規則で定める事務は、次のとおり

とする。

�～� 省略
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第１０号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

第４条 条例別表第１の４の項の規則で定める事務は、次のとおり

とする。

� ウイルス性肝炎の治療のため必要な医療費（以下「肝炎治療

費」という。）の支給に関する事務

� 肝炎治療費の支給認定の申請の受理、その申請に係る事実に

ついての審査又はその申請に対する応答に関する事務

� 肝炎治療費の受給者証に関する事務

� 肝炎治療費の支給認定の変更に関する事務

� 肝炎治療費の支給認定の取消しに関する事務

� 肝炎治療費の支給認定の申請内容の変更の届出の受理、その

届出に係る事実についての審査又はその届出に対する応答に関

する事務

第５条 条例別表第１の５の項の規則で定める事務は、ウイルス性

肝炎等の検査のため必要な医療費の支給の申請の受理、その申請

に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関する事

務とする。

第６条 条例別表第１の６の項の規則で定める事務は、高卒認定試

験給付金（同項に規定する高卒認定試験給付金をいう。以下同

じ。）の支給の申請の受理、その申請に係る事実についての審査

又はその申請に対する応答に関する事務とする。

第７条 省略

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

� 省略

� 省略

� 省略

第４条 条例別表第１の４の項の規則で定める事務は、高卒認定試

験給付金（同項に規定する高卒認定試験給付金をいう。以下同

じ。）の支給の申請の受理、その申請に係る事実についての審査

又はその申請に対する応答に関する事務とする。

第５条 省略

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検査分類 試験項目 検体の量 単 位 使用料金額 検査分類 試験項目 検体の量 単 位 使用料金額

１～２５ 省略 １～２５ 省略

２６ 文書料 １枚につき ７００円 ２６ 文書料 １枚につき ６００円

別表第２（第４条関係）

第２条第２項の規定による成績書等の謄本及び翻訳文に係る文

書料

１ 謄本 １枚につき ７００円

２ 翻訳文 １枚につき ７００円

別表第２（第４条関係）

第２条第２項の規定による成績書等の謄本及び翻訳文に係る文

書料

１ 謄本 １枚につき ６００円

２ 翻訳文 １枚につき ６００円

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外２
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（愛媛県港湾管理条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県港湾管理条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第３（第１７条関係）

（単位 円）

別表第３（第１７条関係）

（単位 円）

品 目 名 単位

金 額

品 目 名 単位

金 額

重要港湾
地方港湾

�

地方港湾

�
重要港湾

地方港湾

�

地方港湾

�

内航

船舶

外航

船舶

内航

船舶

外航

船舶

内航

船舶

外航

船舶

内航

船舶

外航

船舶

内航

船舶

外航

船舶

内航

船舶

外航

船舶

Ⅰ 農水産品 Ⅰ 農水産品

１ 穀類 １ 穀類

� 米、麦 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 米、麦 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 雑穀、

豆

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 雑穀、

豆

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 落花生 １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ � 落花生 １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

２ 野菜、果

物

２ 野菜、果

物

� 芋類 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � いも類 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 野菜類 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 野菜類 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 果物類 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 果物類 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

３ 綿花 ３ 綿花

	 綿花 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 	 綿花 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

４ その他農

産品

４ その他農

産品


 工芸作

物

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 
 工芸作

物

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 農産加

工品

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 農産加

工品

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 他に分

類されな

い農産品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 他に分

類されな

い農産品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

５ 羊毛 ５ 羊毛


 羊毛 １トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ 
 羊毛 １トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

６ その他畜

産品

６ その他畜

産品

� 獣類 １トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 獣類 １トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

� 鳥類 １トン １７．４ １６．２ １４ １２．９ １０．４ ９．７ � 鳥類 １トン １６．８ １５．６ １３．５ １２．５ １０．１ ９．４

� 鳥獣肉 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 鳥獣肉 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 未加工

乳

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 未加工

乳

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 鳥卵 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 鳥卵 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 動物性

粗繊維、

原皮、原

毛皮

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 動物性

粗繊維、

原皮、原

毛皮

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

� 他に分

類されな

い畜産品

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 他に分

類されな

い畜産品

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

７ 水産品 ７ 水産品

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外２
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� 魚介類

（生鮮、

冷凍のも

の）

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ � 魚介類

（生鮮、

冷凍のも

の）

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

� 魚介類

（塩蔵、

乾燥のも

の）

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ � 魚介類

（塩蔵、

乾燥のも

の）

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

� その他

の水産品

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ � その他

の水産品

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

Ⅱ 林産品 Ⅱ 林産品

８ 原木 ８ 原木

� 原木 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 原木 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 製材 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 製材 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

９ 樹脂類 ９ 樹脂類

� 樹脂類 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 樹脂類 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

１０ その他木

材

１０ その他木

材

� その他

木材

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � その他

木材

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

１１ 薪炭 １１ 薪炭

� 薪炭 １トン ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ ３．４ ３．２ � 薪炭 １トン ６．６ ６．２ ５．６ ５．２ ３．３ ３．１

	 木炭 １トン ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ ３．４ ３．２ 	 木炭 １トン ６．６ ６．２ ５．６ ５．２ ３．３ ３．１

Ⅲ 鉱産品 Ⅲ 鉱産品

１２ 石炭 １２ 石炭


 石炭 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ 
 石炭 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 亜炭 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 亜炭 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

１３ 鉄鉱石 １３ 鉄鉱石

� 鉄鉱、

硫化鉄鉱

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 鉄鉱、

硫化鉄鉱

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

１４ その他の

金属鉱

１４ その他の

金属鉱


 非鉄鉱 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 
 非鉄鉱 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� その他

の金属鉱

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � その他

の金属鉱

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

１５ 砂利、砂

、石材

１５ 砂利、砂

、石材

� 砂利 １トン １７．４ １６．２ １５ １４ １１．６ １０．８ � 砂利 １トン １６．８ １５．６ １４．５ １３．５ １１．２ １０．４

� 砂 １トン １７．４ １６．２ １５ １４ １１．６ １０．８ � 砂 １トン １６．８ １５．６ １４．５ １３．５ １１．２ １０．４

� 石材 １トン １７．４ １６．２ １５ １４ １１．６ １０．８ � 石材 １トン １６．８ １５．６ １４．５ １３．５ １１．２ １０．４

１６ 原油 １６ 原油

� 原油 １キロ

リット

ル

９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 原油 １キロ

リット

ル

８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

１７ りん鉱石 １７ りん鉱石

� りん鉱

石

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � りん鉱

石

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

１８ 石灰石 １８ 石灰石

� 石灰石 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 石灰石 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

１９ 原塩 １９ 原塩

� 原塩 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 原塩 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

２０ その他非

金属鉱物

２０ その他非

金属鉱物
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� その他

非金属鉱

物

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � その他

非金属鉱

物

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

Ⅳ 金属機械工

業品

Ⅳ 金属機械工

業品

２１ 鉄鋼 ２１ 鉄鋼

� 鉄 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 鉄 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 鋼 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 鋼 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 鋼材 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 鋼材 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

２２ 非鉄金属 ２２ 非鉄金属

� 地金、

合金

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 地金、

合金

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 伸鋼品 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 伸鋼品 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 電線、

ケーブル

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 電線、

ケーブル

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

２３ 金属製品 ２３ 金属製品

� 建設用

金属製品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 建設用

金属製品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

	 線材製

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 	 線材製

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２


 刃物工

具

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 
 刃物工

具

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� その他

金属製品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � その他

金属製品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

２４ 輸送機械 ２４ 輸送機械

� 鉄道車

両

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 鉄道車

両

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

大 ５８．６ ５４．３ ４６．８ ４３．４ ３５．１ ３２．５ 大 ５６．４ ５２．３ ４５．１ ４１．８ ３３．８ ３１．３


 自動車 １台中 ４６．８ ４３．４ ３７．４ ３４．７ ２８．１ ２６ 
 自動車 １台中 ４５．１ ４１．８ ３６ ３３．４ ２７．１ ２５．１

小 ４１ ３８ ３２．７ ３０．３ ２４．５ ２２．７ 小 ３９．５ ３６．６ ３１．５ ２９．２ ２３．６ ２１．９

� 自転車

、その他

の車両

１台大 １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 自転車

、その他

の車両

１台大 １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

小 ３．４ ３．２ 省略 小 ３．３ ３．１ 省略

� 船舶 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 船舶 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 船具 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 船具 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 航空機 １トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 航空機 １トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

２５ その他機

械

２５ その他機

械

� 産業機

械

１トン １７．４ １６．２ １４ １２．９ １０．４ ９．７ � 産業機

械

１トン １６．８ １５．６ １３．５ １２．５ １０．１ ９．４

� 電気機

械

１トン １７．４ １６．２ １４ １２．９ １０．４ ９．７ � 電気機

械

１トン １６．８ １５．６ １３．５ １２．５ １０．１ ９．４

� 照明器

具

１トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ � 照明器

具

１トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

� 民生用

電気機器

１トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ � 民生用

電気機器

１トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

� 度量衡

器

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 度量衡

器

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

� 時計 １トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 時計 １トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

� 他に分

類されな

い機械

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ � 他に分

類されな

い機械

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

Ⅴ 化学工業品 Ⅴ 化学工業品
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２６ 陶磁器 ２６ 陶磁器

� 陶磁器 １トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ � 陶磁器 １トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

２７ セメント ２７ セメント

� セメン

ト

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � セメン

ト

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

２８ ガラス類 ２８ ガラス類

� 板ガラ

ス

１トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ � 板ガラ

ス

１トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

� ガラス

製品

１トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ � ガラス

製品

１トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

２９ その他窯

業品

２９ その他窯

業品

� れんが １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � れんが １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� セメン

ト製品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � セメン

ト製品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 石灰 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 石灰 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� 土管 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 土管 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

	 他に分

類されな

い窯業品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 	 他に分

類されな

い窯業品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

３０ 重油 ３０ 重油


 重油 １キロ

リット

ル

９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ 
 重油 １キロ

リット

ル

８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

３１ 石油製品 ３１ 石油製品

� 揮発油 １キロ

リット

ル

９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 揮発油 １キロ

リット

ル

８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� その他

の石油

１キロ

リット

ル

９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � その他

の石油

１キロ

リット

ル

８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２


 その他

の石油製

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ 
 その他

の石油製

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

３２ コークス ３２ コークス

� コーク

ス

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � コーク

ス

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

３３ その他石

炭製品

３３ その他石

炭製品

� その他

の石炭製

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � その他

の石炭製

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

３４ 化学薬品 ３４ 化学薬品

� 硫酸 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 硫酸 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� ソーダ １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � ソーダ １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� その他

の化学薬

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � その他

の化学薬

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

３５ 化学肥料 ３５ 化学肥料

� 窒素原

肥料

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � 窒素原

肥料

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� りん酸

原肥料

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � りん酸

原肥料

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２
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� カリ原

肥料

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � カリ原

肥料

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

� その他

の化学肥

料

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ � その他

の化学肥

料

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

３６ 染料、塗

料、合成樹

脂その他化

学工業品

３６ 染料、塗

料、合成樹

脂その他化

学工業品

� 染料、

顔料、塗

料

１トン １４．０ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ � 染料、

顔料、塗

料

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

� 合成樹

脂

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 合成樹

脂

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 動植物

性油脂

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 動植物

性油脂

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 医薬品 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 医薬品 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 石けん

、洗剤

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 石けん

、洗剤

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 線香 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 線香 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

	 火薬類

、危険品

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ 	 火薬類

、危険品

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４


 他に分

類されな

い化学工

業品

１トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ 
 他に分

類されな

い化学工

業品

１トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

Ⅵ 軽工業品 Ⅵ 軽工業品

３７ 紙、パル

プ

３７ 紙、パル

プ

� パルプ １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � パルプ １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

� 紙 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 紙 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２


 その他

製紙原料

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ 
 その他

製紙原料

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

３８ 糸、紡績

半製品

３８ 糸、紡績

半製品

� 糸、紡

績半製品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 糸、紡

績半製品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

３９ その他繊

維工業品

３９ その他繊

維工業品

� 織物 １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ � 織物 １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

４０ 砂糖 ４０ 砂糖

� 砂糖 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ � 砂糖 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

４１ その他食

料工業品

４１ その他食

料工業品

�１００ 製造食

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１００ 製造食

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１０１ 缶瓶詰

食料

１トン １２．８ １１．９ １０．４ ９．７ ８．１ ７．５ �１０１ 缶瓶詰

食料

１トン １２．４ １１．５ １０．１ ９．４ ７．８ ７．３

�１０２ 菓子 １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１０２ 菓子 １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３
し

�１０３ 嗜好品 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４
し

�１０３ 嗜好品 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

�１０４ 調味料 １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１０４ 調味料 １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

�１０５ 飲料 １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１０５ 飲料 １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１０６ 酒類 １トン １８．７ １７．３ １６．３ １５．１ １４ １２．９ �１０６ 酒類 １トン １８ １６．７ １５．７ １４．６ １３．５ １２．５
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�１０７ 清涼飲

料水

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１０７ 清涼飲

料水

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１０８ 氷 １トン １７．４ １６．２ １５ １４ １１．６ １０．８ �１０８ 氷 １トン １６．８ １５．６ １４．５ １３．５ １１．２ １０．４

�１０９ 他に分

類されな

い食料工

業品

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１０９ 他に分

類されな

い食料工

業品

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

Ⅶ 雑工業品 Ⅶ 雑工業品

４２ 玩具 ４２ 玩具

�１１０ 玩具 １トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ �１１０ 玩具 １トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

４３ 日用品 ４３ 日用品

�１１１ 書籍、

印刷物

１トン １２．８ １１．９ １０．４ ９．７ ８．１ ７．５ �１１１ 書籍、

印刷物

１トン １２．４ １１．５ １０．１ ９．４ ７．８ ７．３

�１１２ 衣服、

身回り品

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ �１１２ 衣服、

身回り品

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

�１１３ 畳表類 １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１１３ 畳表類 １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１１４ 傘 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１１４ 傘 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１１５ 履物 １トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ �１１５ 履物 １トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

�１１６ 文房具

、運動娯

楽用品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１１６ 文房具

、運動娯

楽用品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１１７ 楽器 １トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ �１１７ 楽器 １トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

�１１８ 家具装

備品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１１８ 家具装

備品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１１９ 金庫 １トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ �１１９ 金庫 １トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

�１２０ 衛生暖

房用具

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１２０ 衛生暖

房用具

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１２１ 台所用

品、食卓

用品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１２１ 台所用

品、食卓

用品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１２２ 装飾用

品

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ �１２２ 装飾用

品

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

�１２３ ろうそ

く

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１２３ ろうそ

く

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１２４ マッチ １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１２４ マッチ １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１２５ 他に分

類されな

い日用品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１２５ 他に分

類されな

い日用品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

４４ ゴム製品 ４４ ゴム製品

�１２６ ゴム製

品

１トン １７．４ １６．２ １４ １２．９ １０．４ ９．７ �１２６ ゴム製

品

１トン １６．８ １５．６ １３．５ １２．５ １０．１ ９．４

�１２７ その他

のゴム製

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１２７ その他

のゴム製

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

４５ 木製品 ４５ 木製品

�１２８ 経木 １トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１２８ 経木 １トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１２９ 木製品

（他に分

類されな

いもの）

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１２９ 木製品

（他に分

類されな

いもの）

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

４６ その他製

造工業品

４６ その他製

造工業品
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�１３０ 皮革製

品

１トン ２３．３ ２１．７ １７．４ １６．２ １１．６ １０．８ �１３０ 皮革製

品

１トン ２２．５ ２０．９ １６．８ １５．６ １１．２ １０．４

�１３１ 紙製品 １トン １２．８ １１．９ １０．４ ９．７ ８．１ ７．５ �１３１ 紙製品 １トン １２．４ １１．５ １０．１ ９．４ ７．８ ７．３

�１３２ 農林用

器具

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１３２ 農林用

器具

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１３３ 草類製

品

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１３３ 草類製

品

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１３４ その他
い

藺製品

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１３４ その他
い

藺製品

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１３５ 魚網 １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１３５ 魚網 １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１３６ ロープ

類

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１３６ ロープ

類

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

�１３７ 他に分

類されな

い製造工

業品

１トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ８．１ ７．５ �１３７ 他に分

類されな

い製造工

業品

１トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ７．８ ７．３

Ⅷ 特殊品 Ⅷ 特殊品

４７ 金属くず ４７ 金属くず

�１３８ 鉄くず １トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１３８ 鉄くず １トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

�１３９ 非鉄金

属くず

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１３９ 非鉄金

属くず

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

４８ くずもの ４８ くずもの

�１４０ くずも

の

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１４０ くずも

の

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

�１４１ ガラス

くず

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１４１ ガラス

くず

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

４９ 動植物性

製造飼肥料

４９ 動植物性

製造飼肥料

�１４２ 動植物

性製造飼

肥料

１トン ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ �１４２ 動植物

性製造飼

肥料

１トン ８．９ ８．３ ６．６ ６．２ ５．６ ５．２

５０ 輸送用容

器

５０ 輸送用容

器

�１４３ 金属性

容器

１トン ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ ４．５ ４．２ �１４３ 金属性

容器

１トン ６．６ ６．２ ５．６ ５．２ ４．４ ４．１

�１４４ ボンベ １トン １４ １２．９ １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ �１４４ ボンベ １トン １３．５ １２．５ １１．２ １０．４ ８．９ ８．３

�１４５ 箱類 １トン ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ ４．５ ４．２ �１４５ 箱類 １トン ６．６ ６．２ ５．６ ５．２ ４．４ ４．１

�１４６ たる類 １トン ６．８ ６．４ ５．８ ５．４ ４．５ ４．２ �１４６ たる類 １トン ６．６ ６．２ ５．６ ５．２ ４．４ ４．１

�１４７ 籠、ざ

る類

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１４７ 籠、ざ

る類

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１４８ その他

の輸送用

容器

１トン １６．３ １５．１ １２．８ １１．９ ９．２ ８．６ �１４８ その他

の輸送用

容器

１トン １５．７ １４．６ １２．４ １１．５ ８．９ ８．３

５１ 取合せ品 ５１ 取合せ品

�１４９ 引越荷

物

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１４９ 引越荷

物

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１５０ 自動車

便路線貨

物

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１５０ 自動車

便路線貨

物

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

�１５１ 内外航

船舶小口

混載貨物

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１５１ 内外航

船舶小口

混載貨物

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２
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（愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則（昭和３０年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

５２ 分類不能

のもの

５２ 分類不能

のもの

�１５２ 分類不

能のもの

１トン １１．６ １０．８ ９．２ ８．６ ６．８ ６．４ �１５２ 分類不

能のもの

１トン １１．２ １０．４ ８．９ ８．３ ６．６ ６．２

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県

条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛

県産業技術研究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使 用 料

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県

条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛

県産業技術研究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使 用 料

区分 種別 細 別 単位 金 額 備考 区分 種別 細 別 単位 金 額 備考

技術

開発

関係

機械

金属

用機

器

１ 省略 技術

開発

関係

機械

金属

用機

器

１ 省略

２ 平面研削盤 １時間 １，７２０円 ２ 平面研削盤 １時間 １，６２０円

３ ラジアルボール盤 １時間 １，０８０円 ３ ラジアルボール盤 １時間 ９７０円

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 炭酸ガスアーク半自

動溶接機

１時間 １，０８０円 ７ 炭酸ガスアーク半自

動溶接機

１時間 ９７０円

８ 交流アーク溶接機 １時間 ９７０円 ８ 交流アーク溶接機 １時間 ８６０円

９・１０ 省略 ９・１０ 省略

１１ 万能材料試験機 １時間 １，２９０円 １１ 万能材料試験機 １時間 １，１８０円

１２ 万能工具顕微鏡 １時間 ８６０円 １２ 万能工具顕微鏡 １時間 ７５０円

１３ 形状粗さ測定機 １時間 ５４０円 １３ 形状粗さ測定機 １時間 ４３０円

１４・１５ 省略 １４・１５ 省略

１６ 硬度計 １時間 ５４０円 １６ 硬度計 １時間 ４３０円

１７ ビッカース硬度計 １時間 ５４０円 １７ ビッカース硬度計 １時間 ４３０円

１８ シャルピー衝撃試験

機

１時間 ５４０円 １８ シャルピー衝撃試験

機

１時間 ４３０円

１９ 省略 １９ 省略

２０ キャス試験機 １時間 ５４０円 ２０ キャス試験機 １時間 ４３０円

２１・２２ 省略 ２１・２２ 省略

２３ 極低温槽 １時間 ５４０円 ２３ 極低温槽 １時間 ４３０円

２４・２５ 省略 ２４・２５ 省略

２６ 静ひずみ測定装置 １時間 ５４０円 ２６ 静ひずみ測定装置 １時間 ４３０円

２７ 動ひずみ計 １時間 ５４０円 ２７ 動ひずみ計 １時間 ４３０円

２８ 電動デジタルロック

ウエル硬度計

１時間 ５４０円 ２８ 電動デジタルロック

ウエル硬度計

１時間 ４３０円

２９ 摩耗試験機 １時間 ５４０円 ２９ 摩耗試験機 １時間 ４３０円

３０～３２ 省略 ３０～３２ 省略

３３ Ｘ線マイクロアナラ

イザー

１時間 ８６０円 ３３ Ｘ線マイクロアナラ

イザー

１時間 ７５０円

３４ 放電プラズマ焼結機 １時間 ２，７００円 ３４ 放電プラズマ焼結機 １時間 ２，５９０円

３５ 省略 ３５ 省略
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３６ エンジン脱着システ

ム

１時間 ５４０円 ３６ エンジン脱着システ

ム

１時間 ４３０円

３７ 四輪アライメント計

測システム

１時間 ５４０円 ３７ 四輪アライメント計

測システム

１時間 ４３０円

３８ 制動力、速度計、サ

イドスリップ、ヘッド

ライト光軸計測システ

ム

１時間 ５４０円 ３８ 制動力、速度計、サ

イドスリップ、ヘッド

ライト光軸計測システ

ム

１時間 ４３０円

３９～４１ 省略 ３９～４１ 省略

４２ 精密切断機 １時間 １，１８０円 ４２ 精密切断機 １時間 １，０８０円

４３ 恒温槽付き万能試験

機

１時間 ６４０円 ４３ 恒温槽付き万能試験

機

１時間 ５４０円

４４・４５ 省略 ４４・４５ 省略

４６ ３Ｄ超音波検査装置 １時間 ６４０円 ４６ ３Ｄ超音波検査装置 １時間 ５４０円

４７ レーザー顕微鏡 １時間 ４３０円

電子

用機

器

１ ノイズ試験装置 １時間 ５４０円 電子

用機

器

１ ノイズ試験装置 １時間 ４３０円

２・３ 省略 ２・３ 省略

４ 恒温恒湿器 １時間 ８６０円 ４ 恒温恒湿器 １時間 ７５０円

５ 省略 ５ 省略

６ 直流安定化電源 １時間 ７５０円 ６ 直流安定化電源 １時間 ６４０円

７ 省略 ７ 省略

８ 超絶縁抵抗計 １時間 ５４０円 ８ 超絶縁抵抗計 １時間 ４３０円

９ 可変抵抗器 １時間 ５４０円 ９ 可変抵抗器 １時間 ４３０円

１０ 標準コンデンサーセ

ット

１時間 ５４０円 １０ 標準コンデンサーセ

ット

１時間 ４３０円

１１ 透磁率計 １時間 ５４０円 １１ 透磁率計 １時間 ４３０円

１２ 電波暗室 １時間 ５４０円 １２ 電波暗室 １時間 ４３０円

１３ 省略 １３ 省略

１４ 複合環境試験装置 １時間 １，０８０円 １４ 複合環境試験装置 １時間 ９７０円

１５ 冷熱衝撃試験装置 １時間 １，０８０円 １５ 冷熱衝撃試験装置 １時間 ９７０円

１６ 加速寿命試験器 １時間 ８６０円 １６ 加速寿命試験器 １時間 ７５０円

１７～２４ 省略 １７～２４ 省略

２５ 周波数特性分析器 １時間 ６４０円 ２５ 周波数特性分析器 １時間 ５４０円

２６～３０ 省略 ２６～３０ 省略

３１ 電力充放電システム １時間 ９７０円 ３１ 電力充放電システム １時間 ８６０円

３２～３５ 省略 ３２～３５ 省略

３６ 精密騒音計 １時間 ４３０円

３７ 樹脂造形３Ｄプリン

ター

１時間 ９７０円

化学

用機

器

１ 粒度分布測定装置 １時間 ７５０円 化学

用機

器

１ 粒度分布測定装置 １時間 ６４０円

２ 省略 ２ 省略

３ ロール機 １時間 ７５０円 ３ ロール機 １時間 ６４０円

４ 省略 ４ 省略

５ 偏光顕微鏡 １時間 ６４０円 ５ 偏光顕微鏡 １時間 ５４０円

６ 省略 ６ 省略
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７ 耐候試験機 １時間 ７５０円 ７ 耐候試験機 １時間 ６４０円

８ 省略 ８ 省略

９ 熱分析装置 １時間 ６４０円 ９ 熱分析装置 １時間 ５４０円

１０ 接触角計 １時間 ５４０円 １０ 接触角計 １時間 ４３０円

１１・１２ 省略 １１・１２ 省略

１３ 摩擦測定機 １時間 ５４０円 １３ 摩擦測定機 １時間 ４３０円

１４ 自動遠心研磨機 １時間 ５４０円 １４ 自動遠心研磨機 １時間 ４３０円

１５ 自動乳鉢 １時間 ５４０円 １５ 自動乳鉢 １時間 ４３０円

１６ 省略 １６ 省略

１７ 射出成形機 １時間 １，７２０円 １７ 射出成形機 １時間 １，６２０円

１８ マッフル炉 １時間 ５４０円 １８ マッフル炉 １時間 ４３０円

１９・２０ 省略 １９・２０ 省略

２１ 自動滴定装置 １時間 ５４０円 ２１ 自動滴定装置 １時間 ４３０円

２２ 細孔分布等測定装置 １時間 １，７２０円 ２２ 細孔分布等測定装置 １時間 １，６２０円

２３ ＩＣＰ発光分光分析

装置

１時間 １，９４０円 ２３ ＩＣＰ発光分光分析

装置

１時間 １，８３０円

２４ ＨＰＬＣ／質量分析

計

１時間 １，９４０円 ２４ ＨＰＬＣ／質量分析

計

１時間 １，８３０円

２５～２８ 省略 ２５～２８ 省略

２９ 粉砕機 １時間 ６４０円 省略 ２９ 粉砕機 １時間 ５４０円 省略

３０ 紫外可視分光光度計 １時間 ５４０円 ３０ 紫外可視分光光度計 １時間 ４３０円

３１ 省略 ３１ 省略

３２ 液体窒素製造装置 １時間 ５４０円 ３２ 液体窒素製造装置 １時間 ４３０円

３３ 全有機炭素計 １時間 ６４０円 ３３ 全有機炭素計 １時間 ５４０円

３４ ＭＡＬＤＩ飛行時間

質量分析計

１時間 ６４０円 ３４ ＭＡＬＤＩ飛行時間

質量分析計

１時間 ５４０円

３５ 省略 ３５ 省略

３６ 走査型プローブ顕微

鏡

１時間 ５４０円 ３６ 走査型プローブ顕微

鏡

１時間 ４３０円

３７ 省略 ３７ 省略

３８ エネルギー分散型蛍

光Ｘ線分析装置

１時間 ５４０円 ３８ エネルギー分散型蛍

光Ｘ線分析装置

１時間 ４３０円

食品

産業

関係

食品

加工

用機

器

１ 省略 食品

産業

関係

食品

加工

用機

器

１ 省略

２ 自動アミノ酸分析機 １時間 ２，７００円 ２ 自動アミノ酸分析機 １時間 ２，５９０円

３～９ 省略 ３～９ 省略

１０ 超臨界ガス抽出装置 １時間 １，０８０円 １０ 超臨界ガス抽出装置 １時間 ９７０円

１１ 省略 １１ 省略

１２ 煎機 １時間 ５４０円 １２ 煎機 １時間 ４３０円

１３ 糖衣機 １時間 １，４００円 １３ 糖衣機 １時間 １，２９０円

１４ マイクロ波減圧乾燥

装置

１時間 ６４０円 １４ マイクロ波減圧乾燥

装置

１時間 ５４０円

１５～１８ 省略 １５～１８ 省略

１９ 高速液体クロマトグ

ラフ

１時間 ５４０円 １９ 高速液体クロマトグ

ラフ

１時間 ４３０円

２０・２１ 省略 ２０・２１ 省略
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２２ 冷却遠心器 １時間 ５４０円 ２２ 冷却遠心器 １時間 ４３０円

２３ レオ・メーター １時間 ５４０円 ２３ レオ・メーター １時間 ４３０円

２４ 省略 ２４ 省略

２５ 恒温恒湿器 １時間 ５４０円 ２５ 恒温恒湿器 １時間 ４３０円

２６ 省略 ２６ 省略

２７ 発泡果実酒製造装置 １時間 ５４０円 ２７ 発泡果実酒製造装置 １時間 ４３０円

２８ 粒度分布計 １時間 ５４０円 省略 ２８ 粒度分布計 １時間 ４３０円 省略

２９ マイクロチップ電気

泳動装置

１時間 ４３０円

３０ 泳動観察装置 １時間 ４３０円

２９ 省略 ３１ 省略

３０ 高速大容量遠心機 １時間 ５４０円 ３２ 高速大容量遠心機 １時間 ４３０円

３１ 高圧滅菌処理機 １時間 ５４０円 ３３ 高圧滅菌処理機 １時間 ４３０円

３２ 省略 ３４ 省略

３３ 竹輪焼機 １時間 ６４０円 ３５ 竹輪焼機 １時間 ５４０円

３４ 省略 ３６ 省略

３５ 省略 ３７ 省略

３６ 微量機能性成分測定

機

１時間 ６４０円 ３８ 微量機能性成分測定

機

１時間 ５４０円

３７ 純水製造機 １時間 ６４０円 ３９ 純水製造機 １時間 ５４０円

３８ ヘッドスペースＧＣ

―ＭＳ

１時間 ８６０円 ４０ ヘッドスペースＧＣ

―ＭＳ

１時間 ７５０円

３９ 省略 ４１ 省略

４０ 恒温水槽 １時間 ５４０円 ４２ 恒温水槽 １時間 ４３０円

４１ 恒温振とう機 １時間 ５４０円 ４３ 恒温振とう機 １時間 ４３０円

４２ 省略 ４４ 省略

４３ マイクロプレート吸

光度測定装置

１時間 ５４０円 ４５ マイクロプレート吸

光度測定装置

１時間 ４３０円

４４ 細胞培養装置 １時間 ５４０円 ４６ 細胞培養装置 １時間 ４３０円

４５ 誘電フリーザー １時間 ７５０円 ４７ 誘電フリーザー １時間 ６４０円

４６ 粉砕機 １時間 ５４０円 ４８ 粉砕機 １時間 ４３０円

４７ 乾燥機 １時間 ６４０円 ４９ 乾燥機 １時間 ５４０円

４８ 顕微鏡 １時間 ５４０円 ５０ 顕微鏡 １時間 ４３０円

４９ 省略 ５１ 省略

５０ スチームコンベクシ

ョンオーブン

１時間 ８６０円 ５２ スチームコンベクシ

ョンオーブン

１時間 ７５０円

５１ インキュベーター １時間 ５４０円 ５３ インキュベーター １時間 ４３０円

５２ 省略 ５４ 省略

５３ 省略 ５５ 省略

５４ 省略 ５６ 省略

５５ 冷風乾燥機 １時間 ５４０円 ５７ 冷風乾燥機 １時間 ４３０円

５６ 省略 ５８ 省略

５７ 省略 ５９ 省略

５８ 省略 ６０ 省略

５９ 省略 ６１ 省略
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６０ 省略 ６２ 省略

６１ 窒素分析装置 １時間 ６４０円 ６３ 窒素分析装置 １時間 ５４０円

６２ 日本酒分析システム １時間 ５４０円 ６４ 日本酒分析システム １時間 ４３０円

６３ 穀類膨化成形機 １時間 ５４０円 ６５ 穀類膨化成形機 １時間 ４３０円

６４ 省略 ６６ 省略

６５ 食品充填包装装置 １時間 ５４０円 ６７ 食品充填包装装置 １時間 ４３０円

６６ 食品粉砕機 １時間 ５４０円 ６８ 食品粉砕機 １時間 ４３０円

６７ ファリノグラフ １時間 ４３０円

６８ 高圧ホモジナイザー １時間 ５４０円

窯業

関係

焼成

窯

及び

炉

１ 電気炉 １回 ９，３９０円 省略 窯業

関係

焼成

がま

及び

炉

１ 電気炉 １回 ７，５６０円 省略

２ 電気炉 １回 ６，４８０円 省略 ２ 電気炉 １回 ５，２９０円 省略

３ 電気炉 １回 ４，９６０円 省略 ３ 電気炉 １回 ４，１００円 省略

４ 焼結試験装置 １回 １，４００円 ４ 焼結試験装置 １回 １，０８０円

５ ガス炉 １回 ６，９１０円 省略 ５ ガス炉 １回 ６，６９０円 省略

６ ガス炉 １回 ３，８８０円 省略 ６ ガス炉 １回 ３，７８０円 省略

窯業

用機

器

１ ボールミル １時間 ７５０円 省略 窯業

用機

器

１ ボールミル １時間 ６４０円 省略

２ ボールミル １時間 ５４０円 省略 ２ ボールミル １時間 ４３０円 省略

３ ボールミル １時間 ５４０円 省略 ３ ボールミル １時間 ４３０円 省略

４ 真空土練機 １時間 ７５０円 ４ 真空土練機 １時間 ６４０円

５～８ 省略 ５～８ 省略

９ 機械乳鉢 １時間 ６４０円 ９ 機械乳鉢 １時間 ５４０円

１０ 標準ふるい １時間 ５４０円 １０ 標準ふるい １時間 ４３０円

１１ 衝撃強度測定解析装

置

１時間 ６４０円 １１ 衝撃強度測定解析装

置

１時間 ５４０円

１２ たたら成形機 １時間 ７５０円 １２ たたら成形機 １時間 ６４０円

１３ 省略 １３ 省略

１４ 材料試験機 １時間 ５４０円 １４ 材料試験機 １時間 ４３０円

１５ 熱風乾燥器 １時間 ５４０円 １５ 熱風乾燥器 １時間 ４３０円

１６ 超低温恒温恒湿器 １時間 ６４０円 １６ 超低温恒温恒湿器 １時間 ５４０円

１７～１９ 省略 １７～１９ 省略

２０ 走査型電子顕微鏡 １時間 ４３０円

２０ バッチ式微粉砕機 １時間 １，６２０円 ２１ バッチ式微粉砕機 １時間 １，５１０円

２１ 高速混合混練機 １時間 ５４０円 ２２ 高速混合混練機 １時間 ４３０円

２２ 粒度分布測定装置 １時間 ５４０円 省略 ２３ 粒度分布測定装置 １時間 ４３０円 省略

２３ 湿式プレス成形機 １時間 ５４０円 ２４ 湿式プレス成形機 １時間 ４３０円

２４ 完全脱気式圧力鋳込

装置

１時間 ５４０円 ２５ 完全脱気式圧力鋳込

装置

１時間 ４３０円

２５ 自然対流式乾燥機 １時間 ５４０円 ２６ 自然対流式乾燥機 １時間 ４３０円

２６ 省略 ２７ 省略

２７ 陶磁器分光光度計シ

ステム

１時間 ５４０円 ２８ 陶磁器分光光度計シ

ステム

１時間 ４３０円

２８ 省略 ２９ 省略

２９ 省略 ３０ 省略

３０ 超純水製造装置 １時間 ５４０円 ３１ 超純水製造装置 １時間 ４３０円
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３１ 省略 ３２ 省略

３２ 省略 ３３ 省略

３３ 省略 ３４ 省略

３４ 省略 ３５ 省略

３５ 大型乾燥機 １時間 ６４０円 ３６ 大型乾燥機 １時間 ５４０円

３６ Ｘ線分析システム １時間 １，６２０円 ３７ Ｘ線分析システム １時間 １，５１０円

３７ 熱分析装置 １時間 ５４０円 ３８ 熱分析装置 １時間 ４３０円

３８ 携帯型陶石分析シス

テム

１時間 ４３０円

３９ 卓上走査型電子顕微

鏡

１時間 ５４０円

４０ 真空循環式土練機 １時間 ７５０円

繊維

産業

関係

染織

用機

器

１ 整経機 １時間 １，０８０円 繊維

産業

関係

染織

用機

器

１ 整経機 １時間 ９７０円
ねん

２ 撚糸機 １時間 ８６０円
ねん

２ 撚糸機 １時間 ７５０円

３ 電子顕微鏡 １時間 ８６０円 ３ 電子顕微鏡 １時間 ７５０円

４ アップツイスター １時間 ６４０円 ４ アップツイスター １時間 ５４０円

５・６ 省略 ５・６ 省略

７ 多色染型高温高圧チ

ーズ染色機

１時間 １，５１０円 ７ 多色染型高温高圧チ

ーズ染色機

１時間 １，１８０円

８ 高温高圧製品染色処

理機

１時間 １，１８０円 ８ 高温高圧製品染色処

理機

１時間 ９７０円

９・１０ 省略 ９・１０ 省略

１１ 真空式赤外線乾燥計

量器

１時間 ５４０円 １１ 真空式赤外線乾燥計

量器

１時間 ４３０円

１２・１３ 省略 １２・１３ 省略

１４ 高温高圧チーズ染色

乾燥機

１時間 ７５０円 １４ 高温高圧チーズ染色

乾燥機

１時間 ６４０円

１５ オーバーマイヤー染

色機

１時間 ７５０円 １５ オーバーマイヤー染

色機

１時間 ６４０円

１６ レピア織機 １時間 ７５０円 １６ レピア織機 １時間 ６４０円

１７ 真空凍結乾燥機 １時間 ５４０円 １７ 真空凍結乾燥機 １時間 ４３０円

１８ 高速ワインダー １時間 ５４０円 １８ 高速ワインダー １時間 ４３０円

１９ 省略 １９ 省略

２０ サイジングワインダ

ー

１時間 ７５０円 ２０ サイジングワインダ

ー

１時間 ６４０円

２１ 洗濯試験機 １時間 １，０８０円 ２１ 洗濯試験機 １時間 ９７０円

２２～２４ 省略 ２２～２４ 省略

２５ ＬＣ―ＭＳシステム １時間 １，９４０円 ２５ ＬＣ―ＭＳシステム １時間 １，８３０円

２６～２８ 省略 ２６～２８ 省略

２９ 環境試験室 １時間 ９７０円 ２９ 環境試験室 １時間 ７５０円

３０ インクジェットプリ

ンティングマシン

１時間 ７，０２０円 ３０ インクジェットプリ

ンティングマシン

１時間 ６，９１０円

３１～３３ 省略 ３１～３３ 省略

３４ 多色回転ポット式染

色試験機

１時間 ５４０円
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３５ サンプル整経機 １時間 ９７０円

３６ オートクレープ １時間 ５４０円

３７ スパッタ装置 １時間 ４３０円

紙産

業関

係

省略 紙産

業関

係

省略

研修

室

１時間 ２，２７０円 研修

室

１時間 ２，０１０円

控室 １時間 ２７０円 控室 １時間 ２３０円

会議

室

１時間 ２７０円 会議

室

１時間 ２３０円

製紙

用機

器

１ 高濃度リファイナー １時間 ８６０円 製紙

用機

器

１ 高濃度リファイナー １時間 ７５０円

２ 自動式ＰＦＩミル １時間 ９７０円 ２ 自動式ＰＦＩミル １時間 ８６０円

３・４ 省略 ３・４ 省略

５ シートマシン抄紙機 １時間 １，５１０円 ５ シートマシン抄紙機 １時間 １，４００円

６ 省略 ６ 省略

７ 湿紙乾燥装置 １時間 ５４０円 ７ 湿紙乾燥装置 １時間 ４３０円

８～１０ 省略 ８～１０ 省略

１１ 打解機 １時間 ５４０円 １１ 打解機 １時間 ４３０円

１２～１７ 省略 １２～１７ 省略

１８ ゼータ電位計 １時間 ６４０円 １８ ゼータ電位計 １時間 ５４０円

１９～２１ 省略 １９～２１ 省略

２２ 試験用パルパー １時間 １，０８０円 ２２ 試験用パルパー １時間 ９７０円

２３ 省略 ２３ 省略

２４ 手動式シートマシン １時間 ７５０円 ２４ 手動式シートマシン １時間 ６４０円

紙加

工用

機器

１ 熱カレンダー １時間 １，１８０円 紙加

工用

機器

１ 熱カレンダー １時間 １，０８０円

２ 多目的不織布製造装

置

１時間 ８，３１０円 ２ 多目的不織布製造装

置

１時間 ７，８８０円

３ ホットプレス １時間 １，０８０円 ３ ホットプレス １時間 ９７０円

４ 卓上型塗工機 １時間 ６４０円 ４ 卓上型塗工機 １時間 ５４０円

５ 乾式破砕装置 １時間 ７５０円 ５ 乾式破砕装置 １時間 ６４０円

６・７ 省略 ６・７ 省略
ねん

８ 撚糸機 １時間 ５４０円
ねん

８ 撚糸機 １時間 ４３０円

９ ロータリースクリー

ンコーター

１時間 １，５１０円 ９ ロータリースクリー

ンコーター

１時間 １，４００円

１０ 省略 １０ 省略

１１ テスト用エンボス加

工機

１時間 ６４０円 １１ テスト用エンボス加

工機

１時間 ５４０円

１２ ボールミル １時間 ５４０円 １２ ボールミル １時間 ４３０円

１３・１４ 省略 １３・１４ 省略

物理

試験

用機

器

１～３ 省略 物理

試験

用機

器

１～３ 省略

４ 柔軟度試験機 １時間 ５４０円 ４ 柔軟度試験機 １時間 ４３０円

５ 電子式水分計 １時間 ５４０円 ５ 電子式水分計 １時間 ４３０円

６ 省略 ６ 省略

７ 恒温恒湿器 １時間 ５４０円 ７ 恒温恒湿器 １時間 ４３０円

８ 省略 ８ 省略

９ 熱傾斜試験機 １時間 ７５０円 ９ 熱傾斜試験機 １時間 ６４０円
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１０ 省略 １０ 省略

１１ 繊維長分布測定装置 １時間 １，８３０円 １１ 繊維長分布測定装置 １時間 １，７２０円

１２・１３ 省略 １２・１３ 省略

１４ 摩擦感テスター １時間 ６４０円 １４ 摩擦感テスター １時間 ５４０円

１５ 通気性試験機 １時間 ６４０円 １５ 通気性試験機 １時間 ５４０円

１６～２０ 省略 １６～２０ 省略

２１ 水蒸気透過度試験機 １時間 ５４０円 ２１ 水蒸気透過度試験機 １時間 ４３０円

２２・２３ 省略 ２２・２３ 省略

２４ 自動細孔測定装置 １時間 ６４０円 ２４ 自動細孔測定装置 １時間 ５４０円

２５ 粒度分布測定装置 １時間 ５４０円 ２５ 粒度分布測定装置 １時間 ４３０円

２６～３０ 省略 ２６～３０ 省略

３１ 強制循環式恒温機 １時間 ５４０円 ３１ 強制循環式恒温機 １時間 ４３０円

３２ 自動化表面試験機 １時間 ５４０円 ３２ 自動化表面試験機 １時間 ４３０円

３３ 省略 ３３ 省略

化学

試験

用機

器

１ 遠心分離機 １時間 ５４０円 化学

試験

用機

器

１ 遠心分離機 １時間 ４３０円

２ ＰＨ測定器 １時間 ５４０円 ２ ＰＨ測定器 １時間 ４３０円

３ ホモミキサー １時間 ５４０円 ３ ホモミキサー １時間 ４３０円

４ 電気マッフル炉 １時間 ５４０円 ４ 電気マッフル炉 １時間 ４３０円

５ 省略 ５ 省略

６ 倒立型蛍光顕微鏡 １時間 ７５０円 ６ 倒立型蛍光顕微鏡 １時間 ６４０円

７～１３ 省略 ７～１３ 省略

１４ 恒温機 １時間 ５４０円 １４ 恒温機 １時間 ４３０円

１５ 省略 １５ 省略

１６ ウォーターバス １時間 ５４０円 １６ ウォーターバス １時間 ４３０円

１７～２０ 省略 １７～２０ 省略

２１ 高速液体クロマトグ

ラフ

１時間 １，０８０円 ２１ 高速液体クロマトグ

ラフ

１時間 ９７０円

２２・２３ 省略 ２２・２３ 省略

２４ 高圧蒸気滅菌器 １時間 ５４０円 ２４ 高圧蒸気滅菌器 １時間 ４３０円

２５ 省略 ２５ 省略

２６ ロータリーエバポレ

ーター

１時間 ５４０円 ２６ ロータリーエバポレ

ーター

１時間 ４３０円

２７ ウォーターバスイン

キュベーター

１時間 ５４０円 ２７ ウォーターバスイン

キュベーター

１時間 ４３０円

２８ 省略 ２８ 省略

２９ Ｘ線回折装置 １時間 ６４０円 ２９ Ｘ線回折装置 １時間 ５４０円

３０ 分光光度計 １時間 ６４０円 ３０ 分光光度計 １時間 ５４０円
びん

３１ 電子天秤 １時間 ５４０円
びん

３１ 電子天秤 １時間 ４３０円

３２ 収束イオンビーム装

置

１時間 ６４０円 ３２ 収束イオンビーム装

置

１時間 ５４０円

３３・３４ 省略 ３３・３４ 省略

３５ 共焦点レーザー顕微

鏡

１時間 ７５０円 ３５ 共焦点レーザー顕微

鏡

１時間 ６４０円

３６ 液体窒素製造装置 １時間 ５４０円 ３６ 液体窒素製造装置 １時間 ４３０円
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３７ 顕微レーザーラマン

分光分析装置

１時間 ８６０円 ３７ 顕微レーザーラマン

分光分析装置

１時間 ７５０円

３８ ガスクロマトグラフ

飛行時間型質量分析装

置

１時間 ７５０円 ３８ ガスクロマトグラフ

飛行時間型質量分析装

置

１時間 ６４０円

３９～４１ 省略 ３９～４１ 省略

４２ パルスＮＭＲ １時間 ５４０円

研修

用機

器

１ パソコン用プロジェ

クター

１時間 ５４０円 研修

用機

器

１ パソコン用プロジェ

クター

１時間 ４３０円

注 省略

手 数 料

注 省略

手 数 料

区分 種別 細 別 単位
金 額

区分 種別 細 別 単位
金 額

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

円 円 円 円 円 円

技術

開発

関係

試験 １ 金属類に関

する試験

技術

開発

関係

試験 １ 金属類に関

する試験

� 強度 １件 ４，７５０ ３，０２０ ２，９１０ � 強度 １件 ４，７５０ ２，８００ ２，５９０

� 硬度 １件 ５，１８０ ２，５９０ � 硬度 １件 ４，７５０ ２，３７０

� 組織 １件 ５，２９０ 省略 � 組織 １件 ４，７５０ 省略

２ 機械類に関

する試験

２ 機械類に関

する試験

� 長さ １件 ５，５００ 省略 � 長さ １件 ５，０７０ 省略

� 表面粗さ １件 ２，４８０ � 表面粗さ １件 ２，４８０ １，１８０

� 真円度、

円筒度及び

真直度

１件 ４，９６０ ４，１００ ２，５９０

� 省略 � 省略

� ひずみ １件 ５，７２０ ２，７００ � ひずみ １件 ６，９１０ ５，１８０ ２，４８０

� 切削動力

及びトルク

１件 ４，１００ ２，４８０

３ 電子に関す

る試験

３ 電子に関す

る試験

� ノイズ耐

性試験

１件 ２，５９０ � ノイズ耐

性試験

１件 ２，３７０

� ノイズ測

定

１件 ５，１８０ � ノイズ測

定

１件 ４，７５０

� 電 流 測

定、電圧測

定及び周波

数測定

１件 ２，５９０ １，２９０ � 電 流 測

定、電圧測

定及び周波

数測定

１件 ２，３７０ １，１８０

� プログラ

ム解析

１件 ４，７５０

� 省略 � 省略

� 電波伝送

反射特性測

定

１件 ５，１８０ � 電波伝送

反射特性測

定

１件 ４，７５０

４ 油脂類に関

する試験

４ 油脂類に関

する試験

� 化学試験 １件 ５，９４０ ３，３４０ � 化学試験 １件 ５，５００ ３，０２０

� 物理試験 １件 ３，３４０ � 物理試験 １件 ３，１３０
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５ 木竹材料及

びその製品に

関する試験

５ 木竹材料及

びその製品に

関する試験

物理試験 １件 ７，１２０ ４，７５０ ２，５９０ 物理試験 １件 ７，１２０ ４，７５０ ２，３７０

６ 燃料類に関

する試験

６ 燃料類に関

する試験

� 一般 １件 ５，４００ � 一般 １件 ４，９６０

� 発熱量 １件 ５，２９０ � 発熱量 １件 ４，７５０

� 全硫黄 １件 １０，９００ � 全硫黄 １件 ９，９３０

７ 工業用水及

び廃水に関す

る試験

７ 工業用水及

び廃水に関す

る試験

化学試験 １件 ８，１００ ５，６１０ ２，８００ 化学試験 １件 ７，３４０ ５，１８０ ２，５９０

８ その他の化

学試験及び物

理試験

８ その他の化

学試験及び物

理試験

� 化学試験 １件 ５，６１０ ３，０２０ ２，７００ � 化学試験 １件 ５，１８０ ２，８００ ２，３７０

� 物理試験 １件 ５，５００ ２，８００ ２，５９０ � 物理試験 １件 ４，９６０ ２，８００ ２，３７０

図案

調製

等

１ 図案調製 １件 ３３，４８０ 図案

調製

等

１ 図案調製 １件 ３１，１００

２ 図面調整 １枚 ７，３４０ ２ 図面調整 １枚 ６，９１０

食品

産業

関係

試験 １ 食品類に関

する試験

食品

産業

関係

試験 １ 食品類に関

する試験

� 微生物 １件 １１，３４０ ７，９９０ ５，１８０ � 微生物 １件 １０，３６０ ７，２３０ ４，７５０

� 酵素 １件 ８，５３０ ７，９９０ ６，３７０ � 酵素 １件 ７，９９０ ７，３４０ ５，９４０

� 食品添加

物

１件 ９，８２０ ４，８６０ ３，０２０ � 食品添加

物

１件 ９，８２０ ４，８６０ ２，７００

� 省略 � 省略

� 容器又は

包装

１件 １５，３３０ ８，１００ ３，８８０ � 容器又は

包装

１件 １４，０４０ ７，３４０ ３，５６０

２ その他の化

学試験及び物

理試験

２ その他の化

学試験及び物

理試験

� 化学試験 １件 ５，１８０ ３，０２０ ２，７００ � 化学試験 １件 ５，１８０ ２，８００ ２，３７０

� 物理試験 １件 ４，９６０ ２，８００ ２，５９０ � 物理試験 １件 ４，９６０ ２，８００ ２，３７０

窯業

関係

試験 １ 機械的性能

試験

１件 ２，５９０ 窯業

関係

試験 １ 機械的性能

試験

１件 ２，３７０

２ 一般物理的

性能試験

２ 一般物理的

性能試験

� 粉末細度 １件 ５，６１０ ３，６７０ � 粉末細度 １件 ５，０７０ ３，３４０

� 吸水率 １件 ２，８００ � 吸水率 １件 ２，４８０

� 粒度試験 １件 １０，４７０ � 粒度試験 １件 ９，３９０

� 耐風試験 １件 １０，４７０ � 耐風試験 １件 ９，５００

� 耐震試験 １件 ６，１５０ � 耐震試験 １件 ５，５００

３ 耐火度試験 １件 １１，２３０ ３ 耐火度試験 １件 １０，４７０

４ 熱膨張率試

験

１件 １０，６９０ ４ 熱膨張率試

験

１件 ９，７２０

５ 耐寒度試験 １件 １１，７７０ ５ 耐寒度試験 １件 １０，０４０

６ 測色試験 １件 ５，１８０ ６ 測色試験 １件 ４，６４０

７ 焼成試験 ７ 焼成試験

� ガス炉 １件 ３１，３２０ １５，６６０ � ガス炉 １件 ２８，６２０ １４，３６０

� 電気炉 １件 ２６，１３０ � 電気炉 １件 ２３，０００

愛 媛 県 報平成２９年３月２４日 第２８５９号外２

１９



はい

土、

ゆう

薬、

顔料

等調

製及

び加

工

は い 土、ゆ う

薬、顔料等調製

及び加工

１件 ２９，４８０ はい

土、

ゆう

薬、

顔料

等調

製及

び加

工

は い 土、ゆ う

薬、顔料等調製

及び加工

１件 ２６，６７０

図案

調製

図案調製 １件 ３４，２３０ 図案

調製

図案調製 １件 ３１，３２０

繊維

産業

関係

試験 １ 化学試験 １件 ３，５６０ １，０８０ ９７０ 繊維

産業

関係

試験 １ 化学試験 １件 ３，３４０ ９７０ ８６０

２ 物理試験 １件 ３，７８０ １，８３０ １，６２０ ２ 物理試験 １件 ３，３４０ １，６２０ １，５１０

染織

整理

等試

作加

工

１ 精練漂白 染織

整理

等試

作加

工

１ 精練漂白

� 綿、化学

合成繊維

１キロ

グラム

７５０ ５４０ ４３０ � 綿、化学

合成繊維

１キロ

グラム

６４０ ４３０ ３２０

� チーズ、

さらしのり

付乾燥

１キロ

グラム

７５０ ５４０ ４３０ � チーズ、

さらしのり

付乾燥

１キロ

グラム

５４０ ４３０ ３２０

２ 染色 ２ 染色

� 人絹糸 １キロ

グラム

１，７２０ １，４００ 省略 � 人絹糸 １キロ

グラム

１，７２０ １，２９０ 省略

� 省略 � 省略

� 化学合成

繊維糸

１キロ

グラム

１，２９０ ８６０ ７５０ � 化学合成

繊維糸

１キロ

グラム

１，１８０ ７５０ ６４０

� チーズ染

色乾燥

１キロ

グラム

１，１８０ ８６０ ７５０ � チーズ染

色乾燥

１キロ

グラム

１，０８０ ７５０ ５４０

� 後染加工 １キロ

グラム

１，５１０ １，１８０ ９７０ � 後染加工 １キロ

グラム

１，２９０ １，０８０ ８６０

３ より糸 ３ より糸

� 片より １キロ

グラム

１，１８０ � 片より １キロ

グラム

１，０８０

� もろより １キロ

グラム

１，４００ １，１８０ 省略 � もろより １キロ

グラム

１，２９０ １，０８０ 省略

� 強より １キロ

グラム

２，８００ ２，３７０ � 強より １キロ

グラム

２，７００ ２，２６０

� 飾糸 １キロ

グラム

３，８８０ １，７２０ � 飾糸 １キロ

グラム

３，４５０ １，６２０

４ 製織 ４ 製織

� 交織織物 １メー

トル

１，０８０ 省略 � 交織織物 １メー

トル

９７０ 省略

� 綿、その

他織物

１メー

トル

１，０８０ 省略 � 綿、その

他織物

１メー

トル

９７０ 省略

� 化学合成

繊維織物

１メー

トル

１，７２０ １，０８０ 省略 � 化学合成

繊維織物

１メー

トル

１，６２０ ９７０ 省略

� ジャガー

ドパイル織

物

１メー

トル

１，５１０ ８６０ 省略 � ジャガー

ドパイル織

物

１メー

トル

１，４００ ７５０ 省略

� ドビーパ

イル織物

１メー

トル

８６０ 省略 � ドビーパ

イル織物

１メー

トル

７５０ 省略

� 普通パイ

ル織物

１メー

トル

８６０ 省略 � 普通パイ

ル織物

１メー

トル

７５０ 省略
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（愛媛県保健所使用料規則の一部改正）

第４条 愛媛県保健所使用料規則（昭和３３年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県農林水産研究所使用規則の一部改正）

第５条 愛媛県農林水産研究所使用規則（昭和３８年愛媛県規則第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 特殊パイ

ル織物

１メー

トル

２，９１０ １，７２０ ８６０ � 特殊パイ

ル織物

１メー

トル

２，７００ １，６２０ ７５０

� 製織準備

料

１件 ３６，６１０ ２３，５４０ １５，６６０ � 製織準備

料

１件 ３３，１５０ ２１，２７０ １４，１４０

５ 整経 １０メー

トル

１，１８０ 省略 ５ 整経 １０メー

トル

１，０８０ 省略

図案

調製

図案調製 １件 ３２，５００ 図案

調製

図案調製 １件 ２９，４８０

紙産

業関

係

試験 １ 物理試験 １件 ７，３４０ ５，１８０ ２，５９０ 紙産

業関

係

試験 １ 物理試験 １件 ６，９１０ ４，６４０ ２，２６０

２ 化学試験 １件 １１，８８０ ７，９９０ ５，２９０ ２ 化学試験 １件 １０，９００ ７，３４０ ４，７５０

３ 応用試験 ３ 応用試験

� 紙葉調製 １件 １１，５５０ � 紙葉調製 １件 １０，５８０

� こう解試

験

１件 ８，７４０ ５，２９０ � こう解試

験

１件 ７，９９０ ４，７５０

共通 分析 １ 定性分析 １成分 ５，７２０ ５，２９０ ２，７００ 共通 分析 １ 定性分析 １成分 ５，１８０ ４，８６０ ２，３７０

２ 定量分析 １成分 ７，１２０ ５，９４０ ２，７００ ２ 定量分析 １成分 ６，６９０ ５，７２０ ２，４８０

３ 特殊分析 １成分 ２１，１６０ ５，２９０ ３ 特殊分析 １成分 １９，２２０ ４，７５０

謄本 謄本 １部又

は１枚

７００ 謄本 謄本 １部又

は１枚

６００

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基づく使用料の額は、次のとおりとする。

１・２ 省略

３ 診断書料及び文書料 １部につき ７００円

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基づく使用料の額は、次のとおりとする。

１・２ 省略

３ 診断書料及び文書料 １部につき ６００円

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県農林水産研究所（以下「研究所」とい

う。）への分析、試験 及び検査（以下「分析等」と

いう。）の依頼、研究所林業研究センター（以下「林業研究セン

ター」という。）が行う研修（以下「林業研修」という。）の受

講並びに研究所の施設の使用に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（分析等の結果の表示）

第２０条 何人も、分析等を受けた供試品について、広告、掲示、印

刷物、容器、包装等に、研究所の分析済み、試験済み

又は検査済みその他これらに類する文字を使用しよ

うとする場合は、あらかじめ研究所長の承認を受け、かつ、分析

等成績書の全文を表示しなければならない。

別表（第１７条関係）

１ 分析等に係る使用料

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県農林水産研究所（以下「研究所」とい

う。）への分析、試験、鑑定、測定及び検査（以下「分析等」と

いう。）の依頼、研究所林業研究センター（以下「林業研究セン

ター」という。）が行う研修（以下「林業研修」という。）の受

講並びに研究所の施設の使用に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（分析等の結果の表示）

第２０条 何人も、分析等を受けた供試品について、広告、掲示、印

刷物、容器、包装等に、研究所の分析済み、試験済み、鑑定済

み、測定済み又は検査済みその他これらに類する文字を使用しよ

うとする場合は、あらかじめ研究所長の承認を受け、かつ、分析

等成績書の全文を表示しなければならない。

別表（第１７条関係）

１ 分析等に係る使用料

種 別 細 別 単 位 金 額 種 別 細 別 単 位 金 額

省略 省略
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（愛媛県心と体の健康センター使用料及び手数料規則の一部改正）

第６条 愛媛県心と体の健康センター使用料及び手数料規則（昭和４７年愛媛県規則第６７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

木材の材質

試験

含水率測定 １件につき ５，３７０円 木材の材質

試験

含水率測定 １件につき ５，０８０円

収縮率測定 １件につき ７，２３０円 収縮率測定 １件につき ６，９２０円

吸水率測定 １件につき ７，２３０円 吸水率測定 １件につき ６，９２０円

木材の強度

試験

圧縮試験 １件につき ８，０２０円 木材の強度

試験

圧縮試験 １件につき ７，５６０円

引張り試験 １件につき ８，０２０円 引張り試験 １件につき ７，５６０円

曲げ試験 １件につき ８，０２０円 曲げ試験 １件につき ７，５６０円

せん断試験 １件につき ８，０２０円 せん断試験 １件につき ７，５６０円

衝撃曲げ試験 １件につき ７，２９０円 衝撃曲げ試験 １件につき ６，８１０円

硬さ試験 １件につき ８，０２０円 硬さ試験 １件につき ７，５６０円

くぎ引抜き抵抗試験 １件につき ８，０２０円 くぎ引抜き抵抗試験 １件につき ７，６７０円

剥離試験 １件につき ８，８８０円 はく離試験 １件につき ８，５４０円

面内せん断試験 １件につき ２１，２７０円 面内せん断試験 １件につき １９，２３０円

水の化学分

析

ＰＨ測定 １件につき １，７３０円

無機イオン分析 １件につき １８，８００円

土壌物理性

測定

粒径組成測定 １件につき １８，５８０円

透水試験 １件につき ８，７５０円

土質試験 一面せん断試験 １件につき １１，９９０円

土壌養分分

析

ＰＨ測定 １件につき ９，５１０円

全炭素、全窒素分析 １件につき １２，４２０円

置換性塩基分析 １件につき １１，０２０円

造林用苗木

の品種分析

ＤＮＡ分析 １件につき ３，１４０円 造林用苗木

の品種分析

ＤＮＡ分析 １件につき ３，０５０円

省略 省略

２ 省略

様式第１号（第３条、第２２条関係） 分析等依頼書

２ 省略

様式第１号（第３条、第２２条関係） 分析等依頼書

省略 省略

注意１ 省略

２ 分析 を依頼する場合は、備考欄に成分名を

記入してください。

３ 省略

注意１ 省略

２ 分析又は鑑定を依頼する場合は、備考欄に成分名を

記入してください。

３ 省略

様式第５号（第１９条、第２０条関係） 分析等成績書 様式第５号（第１９条、第２０条関係） 分析等成績書

省略 省略

分析（試験 ・検査）の内容 分析（試験・鑑定・測定・検査）の内容

省略 省略

この成績は、 年 月 日本研究所に依頼された

供試品について行つた分析（試験 ・検査）の結

果である。

省略

この成績は、 年 月 日本研究所に依頼された

供試品について行つた分析（試験・鑑定・測定・検査）の結

果である。

省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（手数料の額）

第３条 手数料の額は、次の各号に掲げる区分により、それぞれ当

（手数料の額）

第３条 手数料の額は、次の各号に掲げる区分により、それぞれ当
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第２条及び附則第４項の規定は、同年５月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第３条の規定による改正後の愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則本則使用料の表及び手数料の表の規定は、この規

則の施行の日以後に徴収する使用料及び手数料について適用し、同日前に徴収した使用料及び手数料については、なお従前の例による。

３ 第１条の規定による改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１及び別表第２の規定、第４条の規定によ

る改正後の愛媛県保健所使用料規則本則第３項の規定並びに第５条の規定による改正後の愛媛県農林水産研究所使用規則別表１の表の規

定は、この規則の施行の日以後の文書の交付又は分析等に係る使用料で同日以後にその全額又は未徴収額について徴収するものについて

適用し、同日前の文書の交付又は分析等に係る使用料及び同日以後の文書の交付又は分析等に係る使用料で同日前にその全額について徴

収したものについては、なお従前の例による。

４ 第２条の規定による改正後の愛媛県港湾管理条例施行規則別表第３の規定は、平成２９年５月１日以後の港湾施設の使用に係る貨物通過

料で同日以後に徴収するものについて適用し、同日前の港湾施設の使用に係る貨物通過料及び同日以後の港湾施設の使用に係る貨物通過

料で同日前に徴収したものについては、なお従前の例による。

�愛媛県規則第１１号
特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

特定非営利活動促進法施行条例施行規則の一部を改正する規則

特定非営利活動促進法施行条例施行規則（平成１０年愛媛県規則第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

該各号に定める額とする。

� 診断書（記載内容が詳細なもの）１件につき ８１０円

� 診断書（記載内容が簡単なもの）１件につき ７００円

該各号に定める額とする。

� 診断書（記載内容が詳細なもの）１件につき ７４０円

� 診断書（記載内容が簡単なもの）１件につき ６００円

改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１～６

省略

１～６

省略

７

法第５８条第２項において

準用する法第４４条第２項

の申請書

特例認定申請書（様式第

７号） ７

法第５８条第２項において

準用する法第４４条第２項

の申請書

仮認定申請書 （様式第

７号）

８～１０

省略

８～１０

省略

１１
条例第６条第１項の届出

書

省略
１１

条例第６条 の届出

書

省略

１２～１８

省略

１２～１８

省略

様式第４号（第２条関係） 検査職員の証

（表） 省略

（裏）

様式第４号（第２条関係） 検査職員の証

（表） 省略

（裏）

特定非営利活動促進法（抜粋）

（報告及び検査）

第４１条 所轄庁は、特定非営利活動法人（認定特定非営利活

動法人及び特例認定特定非営利活動法人を除く。以下この

項及び次項において同じ。）が法令、法令に基づいてする

特定非営利活動促進法（抜粋）

（報告及び検査）

第４１条 所轄庁は、特定非営利活動法人（認定特定非営利活

動法人及び仮認定特定非営利活動法人 を除く。以下この

項及び次項において同じ。）が法令、法令に基づいてする
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行政庁の処分又は定款に違反する疑いがあると認められる

相当な理由があるときは、当該特定非営利活動法人に対

し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又は

その職員に、当該特定非営利活動法人の事務所その他の施

設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳

簿、書類その他の物件を検査させることができる。

２～４ 省略

（報告及び検査）

第６４条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人又は特例認定特

定非営利活動法人（以下「認定特定非営利活動法人等」と

いう。）が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しく

は定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている

疑いがあると認めるときは、当該認定特定非営利活動法人

等に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさ

せ、又はその職員に、当該認定特定非営利活動法人等の事

務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状

況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることがで

きる。

２～７ 省略

行政庁の処分又は定款に違反する疑いがあると認められる

相当な理由があるときは、当該特定非営利活動法人に対

し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又は

その職員に、当該特定非営利活動法人の事務所その他の施

設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳

簿、書類その他の物件を検査させることができる。

２～４ 省略

（報告及び検査）

第６４条 所轄庁は、認定特定非営利活動法人又は仮認定特定

非営利活動法人 （以下「認定特定非営利活動法人等」と

いう。）が法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しく

は定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠いている

疑いがあると認めるときは、当該認定特定非営利活動法人

等に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさ

せ、又はその職員に、当該認定特定非営利活動法人等の事

務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状

況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることがで

きる。

２～７ 省略

様式第５号（第２条関係） 認定申請書 様式第５号（第２条関係） 認定申請書

省略 省略

過去の特例認定の有無

（特例認定年月日）

省略 過去の仮認定 の有無

（仮認定年月日 ）

省略

省略 省略

特例認定取消しの有無

（ 取 消 年 月 日 ）

省略 仮認定取消し の有無

（ 取 消 年 月 日 ）

省略

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「認定取消しの有無（取消年月日）」の欄及び「特例認

定取消しの有無（取消年月日）」の欄は、直近の取消しの

有無及び取消年月日を記載すること。

５・６ 省略

様式第７号（第２条関係） 特例認定申請書

注１～３ 省略

４ 「認定取消しの有無（取消年月日）」の欄及び「仮認定

取消し の有無（取消年月日）」の欄は、直近の取消しの

有無及び取消年月日を記載すること。

５・６ 省略

様式第７号（第２条関係） 仮認定申請書

特例認定申請書

省略

仮認定申請書

省略

省略 省略

過去の特例認定の有無 省略 過去の仮認定 の有無 省略

省略 省略

注 省略

様式第８号（第２条関係） 合併認定申請書

注 省略

様式第８号（第２条関係） 合併認定申請書

省略 省略

認定（特例認定）年月日 省略 認定（仮認定）年月日 省略

認定（特例認定）の有効

期間

省略 認定（仮認定） の有効

期間

省略

省略 省略

合併後存続する法

人又は合併によっ

て設立する法人

区分 □認定 □特例認定 □それ以外 合併後存続する法

人又は合併によっ

て設立する法人

区分 □認定 □仮認定 □それ以外

省略 省略
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附 則

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の特定非営利活動促進法施行条例施行規則様式第５号、様式第７号及び様式第８号の規定

による書類は、それぞれ改正後の特定非営利活動促進法施行条例施行規則様式第５号、様式第７号及び様式第８号の規定による書類とみ

なす。

�愛媛県規則第１２号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第１３号
愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則及び愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則

の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則及び愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める

合併によって消滅

する法人

区分 □認定 □特例認定 □それ以外 合併によって消滅

する法人

区分 □認定 □仮認定 □それ以外

省略 省略

合併によって消滅

する法人

区分 □認定 □特例認定 □それ以外 合併によって消滅

する法人

区分 □認定 □仮認定 □それ以外

省略 省略

注１～５ 省略

６ 認定特定非営利活動法人が合併をする場合にあっては特

定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第６３条第５項

において準用する同法第４４条第２項に掲げる書類（同法第

４５条第１項第１号ハに掲げる基準に適合する特定非営利活

動法人にあっては、同法第４４条第２項第１号に掲げる書類

を除く。）を、特例認定特定非営利活動法人が合併をする

場合にあっては同法第６３条第５項において準用する同法第

５８条第２項において準用する同法第４４条第２項第２号及び

第３号に掲げる書類を添付すること。

様式第１８号（第２条関係） 代表者氏名変更届出書

注１～５ 省略

６ 認定特定非営利活動法人が合併をする場合にあっては特

定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第６３条第５項

において準用する同法第４４条第２項に掲げる書類（同法第

４５条第１項第１号ハに掲げる基準に適合する特定非営利活

動法人にあっては、同法第４４条第２項第１号に掲げる書類

を除く。）を、仮認定特定非営利活動法人 が合併をする

場合にあっては同法第６３条第５項において準用する同法第

５８条第２項において準用する同法第４４条第２項第２号及び

第３号に掲げる書類を添付すること。

様式第１８号（第２条関係） 代表者氏名変更届出書

省略 省略

認定（特例認定）の有効期間 省略 認定（仮認定） の有効期間 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

国民健康保険審査会委員

愛媛県国民健康保険運営協議会委員

省略

省略

国民健康保険審査会委員

省略
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規則の一部を改正する規則

（愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則の一部改正）

第１条 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則（昭和４０年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（母子福祉資金の貸付けの申請）

第３条 法第１３条第１項の規定による資金の貸付けを受けようとす

る者は、母子福祉資金貸付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 省略

２ 省略

（母子福祉資金の貸付けに関する調査等）

第４条 地方局長は、第３条第１項の規定による貸付申請書を受け

取つたときは、速やかに母子福祉資金貸付申請書調査書 （様式

第３号）により必要な調査を行い、意見を付して当該書類を進達

書（様式第４号）により知事に提出しなければならない。

（母子福祉資金貸付金の交付）

第７条 省略

（母子福祉資金貸付金の増額）

第８条 母子福祉資金のうち、母子修学資金、母子技能習得資金、

母子修業資金又は母子生活資金 の貸付けを受

けている者は、その貸付金の額が令第７条第３号から第５号まで

又は第８号 の規定による限度額

に満たない場合において、特別の理由により増額を必要とすると

きは、その限度額の範囲内において貸付金の増額を知事に申請す

ることができる。

２・３ 省略

（母子福祉資金貸付金の辞退又は減額の申出等）

第１０条 母子福祉資金のうち、母子修学資金、母子技能習得資金、

母子修業資金又は母子生活資金 の貸付けを受

けている者は、母子福祉資金貸付辞退申出書（様式第１２号）又は

母子福祉資金貸付金減額申出書（様式第１３号）により、将来に向

かつてそれぞれ貸付けを辞退し、又は減額することを知事に申し

出ることができる。

（母子福祉資金貸付金の据置期間の延長申請）

第１２条 省略

２ 第５条の規定は、前項 の申請書を受け取つた場合に準用す

（母子福祉資金の貸付けの申請）

第３条 法第１３条第１項の規定による資金の貸付けを受けようとす

る者は、母子福祉資金貸付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 特例児童扶養資金の貸付申請の場合には、児童扶養手当法施

行令及び母子及び寡婦福祉法施行令の一部を改正する政令（平

成１４年政令第２０７号。以下「改正令」という。）附則第４条第

１項各号に該当することを証する書類

� 省略

２ 省略

（母子福祉資金の貸付けに関する調査等）

第４条 地方局長は、第３条第１項の規定による貸付申請書を受け

とつたときは、速やかに母子福祉資金貸付け申請者調査書（様式

第３号）により必要な調査を行い、意見を付して当該書類を進達

書（様式第４号）により知事に提出しなければならない。

（母子福祉資金貸付金の交付）

第７条 省略

２ 母子福祉資金貸付金のうち、特例児童扶養資金は、毎年４月、

８月及び１２月の３期にそれぞれの前月までの分を交付するものと

する。ただし、交付すべき理由が消滅した場合におけるその期の

貸付金は、その交付期月でない月であつても交付するものとす

る。

（母子福祉資金貸付金の増額）

第８条 母子福祉資金のうち、母子修学資金、母子技能習得資金、

母子修業資金、母子生活資金又は特例児童扶養資金の貸付けを受

けている者は、その貸付金の額が令第７条第３号から第５号まで

若しくは第８号又は改正令附則第４条第２項の規定による限度額

に満たない場合において、特別の理由により増額を必要とすると

きは、その限度額の範囲内において貸付金の増額を知事に申請す

ることができる。

２・３ 省略

（母子福祉資金貸付金の辞退又は減額の申出等）

第１０条 母子福祉資金のうち、母子修学資金、母子技能習得資金、

母子修業資金、母子生活資金又は特例児童扶養資金の貸付けを受

けている者は、母子福祉資金貸付辞退申出書（様式第１２号）又は

母子福祉資金貸付金減額申出書（様式第１３号）により、将来に向

かつてそれぞれ貸付けを辞退し、又は減額することを知事に申し

出ることができる。

（母子福祉資金貸付金の据置期間の延長申請）

第１２条 省略

２ 改正令附則第４条第５項の規定により据置期間延長の申請をし

ようとする者は、母子福祉資金（特例児童扶養資金）据置期間延

長申請書（様式第１５号の２）に前年及び前々年の所得並びに扶養

する児童の状況を証する書類を添えて知事に提出しなければなら

ない。

３ 第５条の規定は、前２項の申請書を受け取つた場合に準用す
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る。

（資格喪失等による母子福祉資金の貸付けの停止）

第１４条 知事は、令第１２条又は第１３条

の規定により貸付けを停止したときは、母子福祉資金貸付停

止決定通知書（様式第１８号）により、その旨を当該貸付金の貸付

けを受けている者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金の償還金の支払猶予及び償還免除）

第１７条 令第１９条 の規定による償

還金の支払猶予又は法第１５条第１項

の規定に

よる母子福祉資金貸付金の償還免除を申請しようとする者は、母

子福祉資金償還金支払猶予免除申請書（様式第２３号）を知事に提

出しなければならない。

２ 省略

３ 第１項の規定による償還免除の申請をする場合において、母子

福祉資金貸付金の貸付けを受けた者の死亡によるときは除かれた

戸籍抄本及び償還することができなくなつた理由を証する書類

を、母子福祉資金貸付金の貸付けを受けた者の精神又は身体に著

しい障害を受けたことによるときは医師の診断書及び償還するこ

とができなくなつた理由を証する書類を

添えなければならない。

４・５ 省略

（母子福祉資金貸付金に係る届出）

第１８条 母子福祉資金貸付金の貸付けを受けている者は、次の各号

のいずれかに該当するときは、その旨を当該各号に定める届書に

より知事に届け出なければならない。ただし、第２号の規定によ

る届出は、連帯借主若しくは同居の親族又は保証人が行わなけれ

ばならない。

�～� 省略

� 令第１２条に規定する貸付けが将来に向かつてやめられるべき

事由

が生じたとき。母子福祉資

金借主の資格喪失届（様式第３０号）

� 省略

（父子福祉資金の貸付けの申請）

第２２条の２ 法第３１条の６第１項の規定による資金の貸付けを受け

ようとする者は、父子福祉資金貸付申請書（様式第３６号の２）に

次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�・� 省略

� 第３条第１項第１号及び第１３号に掲げる書類

� 省略

２ 省略

（準用規定）

第２２条の３ 第４条から第１９条までの規定

は、父子福祉資金の貸付けについて準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

る。

（資格喪失等による母子福祉資金の貸付けの停止）

第１４条 知事は、令第１２条若しくは第１３条又は改正令附則第４条第

６項の規定により貸付けを停止したときは、母子福祉資金貸付停

止決定通知書（様式第１８号）により、その旨を当該貸付金の貸付

けを受けている者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金の償還金の支払猶予及び償還免除）

第１７条 令第１９条若しくは改正令附則第４条第８項の規定による償

還金の支払猶予又は法第１５条第１項若しくは愛媛県特例児童扶養

資金貸付金の償還の一部免除に関する条例（平成１７年愛媛県条例

第２８号。以下「貸付金償還免除条例」という。）第１条の規定に

よる母子福祉資金貸付金の償還免除を申請しようとする者は、母

子福祉資金償還金支払猶予免除申請書（様式第２３号）を知事に提

出しなければならない。

２ 省略

３ 第１項の規定による償還免除の申請をする場合において、母子

福祉資金貸付金の貸付けを受けた者の死亡によるときは除かれた

戸籍抄本及び償還することができなくなつた理由を証する書類

を、母子福祉資金貸付金の貸付けを受けた者の精神又は身体に著

しい障害を受けたことによるときは医師の診断書及び償還するこ

とができなくなつた理由を証する書類を、母子福祉資金貸付金

（特例児童扶養資金貸付金に限る。）の貸付けを受けた者の所得

の状況によるときは所得の状況を証する書類及び償還することが

できなくなつた理由を証する書類を添えなければならない。

４・５ 省略

（母子福祉資金貸付金に係る届出）

第１８条 母子福祉資金貸付金の貸付けを受けている者は、次の各号

のいずれかに該当するときは、その旨を当該各号に定める届書に

より知事に届け出なければならない。ただし、第２号の規定によ

る届出は、連帯借主若しくは同居の親族又は保証人が行わなけれ

ばならない。

�～� 省略

� 令第１２条に規定する貸付けが将来に向かつてやめられるべき

事由又は改正令附則第４条第６項に規定する貸付けを将来に向

かつて行わないものとするべき事由が生じたとき。母子福祉資

金借主の資格喪失届（様式第３０号）

� 母子福祉資金のうち、特例児童扶養資金の貸付けを受けてい

る者の改正令附則第４条第１項第１号又は第２号の児童扶養手

当の額に変更が生じ、特例児童扶養資金の貸付条件に変動が生

じたとき。児童扶養手当額変更届（様式第３０号の２）

� 省略

（父子福祉資金の貸付けの申請）

第２２条の２ 法第３１条の６第１項の規定による資金の貸付けを受け

ようとする者は、父子福祉資金貸付申請書（様式第３６号の２）に

次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�・� 省略

� 第３条第１項第１号及び第１４号に掲げる書類

� 省略

２ 省略

（準用規定）

第２２条の３ 第４条から第１９条までの規定（特例児童扶養資金に係

るものを除く。）は、父子福祉資金の貸付けについて準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲
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げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。

省略 省略

第５条 省略 第５条 省略

第６条 前条 第２２条の３におい

て準用する第５条

第６条第２項 省略 第６条第２項 省略

第７条第１項 母子福祉資金貸付

金のうち、母子修

学資金、母子技能

習得資金、母子修

業資金及び母子生

活資金

父子福祉資金貸付

金のうち、父子修

学資金、父子技能

習得資金、父子修

業資金及び父子生

活資金

第

８条第１項、第１０

条

母子福祉資金のう

ち、母 子 修 学 資

金、母子技能習得

資金、母子修業資

金又は母子生活資

金

父子福祉資金のう

ち、父 子 修 学 資

金、父子技能習得

資金、父子修業資

金又は父子生活資

金

第７条第１項、第

８条第１項、第１０

条

母子福祉資金のう

ち、母 子 修 学 資

金、母子技能習得

資金、母子修業資

金、母子生活資金

父子福祉資金のう

ち、父 子 修 学 資

金、父子技能習得

資金、父子修業資

金、父子生活資金

第８条第１項 令第７条第３号か

ら第５号まで又は

第８号

令第３１条の５第３

号から第５号まで

又は第８号

第８条第１項 令第７条第３号か

ら第５号まで若し

くは第８号

令第３１条の５第３

号から第５号まで

若しくは第８号

省略 省略

第１２条第２項 省略 第１２条第３項 省略

前項 省略 前２項 省略

第１３条 省略 第１３条 省略

母子修学資金の 父子修学資金の 母子修学資金 父子修学資金

第１４条 令第１２条又は第１３

条

令第３１条の７にお

いて準用する令第

１２条又は第１３条

第１４条 令第１２条若しくは

第１３条

令第３１条の７にお

いて準用する令第

１２条若しくは第１３

条

省略 省略

２ 省略

（寡婦福祉資金の貸付けの申請）

第２３条 法第３２条第１項（法附則第６条第１項の規定により法第３

２条の規定の例による場合を含む。）の規定による資金の貸付け

を受けようとする者は、寡婦福祉資金貸付申請書（様式第３７号）

に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�・� 省略

� 第３条第１項第１３号に掲げる書類

２ 省略

（準用規定）

第２４条 第４条から第１９条までの規定

は、寡婦福祉資金の貸付けについて準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

２ 省略

（寡婦福祉資金の貸付けの申請）

第２３条 法第３２条第１項（法附則第６条第１項の規定により法第３

２条の規定の例による場合を含む。）の規定による資金の貸付け

を受けようとする者は、寡婦福祉資金貸付申請書（様式第３７号）

に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

�・� 省略

� 第３条第１項第１４号に掲げる書類

２ 省略

（準用規定）

第２４条 第４条から第１９条までの規定（特例児童扶養資金に係るも

のを除く。）は、寡婦福祉資金の貸付けについて準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

省略 省略

第５条 省略 第５条 省略
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第６条 前条 第２４条において準

用する第５条

第６条第２項 省略 第６条第２項 省略

第７条第１項 母子福祉資金貸付

金のうち、母子修

学資金、母子技能

習得資金、母子修

業資金及び母子生

活資金

寡婦福祉資金貸付

金のうち、寡婦修

学資金、寡婦技能

習得資金、寡婦修

業資金及び寡婦生

活資金

第

８条第１項、第１０

条

母子福祉資金のう

ち、母 子 修 学 資

金、母子技能習得

資金、母子修業資

金又は母子生活資

金

寡婦福祉資金のう

ち、寡 婦 修 学 資

金、寡婦技能習得

資金、寡婦修業資

金又は寡婦生活資

金

第７条第１項、第

８条第１項、第１０

条

母子福祉資金のう

ち、母 子 修 学 資

金、母子技能習得

資金、母子修業資

金、母子生活資金

寡婦福祉資金のう

ち、寡 婦 修 学 資

金、寡婦技能習得

資金、寡婦修業資

金、寡婦生活資金

第８条第１項 令第７条第３号か

ら第５号まで又は

第８号

令第３６条第３号か

ら第５号まで又は

第８号

第８条第１項 令第７条第３号か

ら第５号まで若し

くは第８号

令第３６条第３号か

ら第５号まで若し

くは第８号

省略 省略

第１２条第２項 省略 第１２条第３項 省略

前項 省略 前２項 省略

第１３条 省略 第１３条 省略

母子修学資金の 寡婦修学資金の 母子修学資金 寡婦修学資金

第１４条 令第１２条又は第１３

条

令第３８条において

準用する令第１２条

（第２項第２号及

び 第３号 を 除

く。）又は第１３条

第１４条 令第１２条若しくは

第１３条

令第３８条において

準用する令第１２条

（第２項第２号及

び 第３号 を 除

く。）若しくは第

１３条

省略 省略

２ 省略

様式第１号（第３条―第５条関係） 母子福祉資金貸付申請書

様式第１号（その１） 個人用

２ 省略

（市町が処理する事務）

第２５条 貸付金償還免除条例第２条第２号の規則で定める事務は、

第１７条第５項の規定に基づく母子福祉資金貸付金の償還免除（貸

付金償還免除条例第１条の規定による特例児童扶養資金貸付金の

償還免除に限る。）の決定又は不承認の決定の通知に係る通知書

の交付に関する事務とする。

様式第１号（第３条 関係） 母子福祉資金貸付申請書

様式第１号（その１） 個人用

省略 省略 省略 省略

省略 ※

決

定

省略 省略 ※

決

定

省略

申込金額 円（月額 円） 金 額 円（月額 円） 申込金額 ￥ 円（月額 円） 金 額 ￥ 円（月額 円）

省略 省略 省略 省略

省略 省略

配 偶 者

（ 夫 ）

又は父母

の 状 況

省略 配 偶 者

（ 夫 又

は）父母

の 状 況

省略

省略 省略
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第２条 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

（様式第１号（その１）の裏面）

記 載 上 の 注 意

１・２ 省略

３ 貸付期間欄には、母子修学資金、母子技能習得資金、母子

修業資金又は母子生活資金 を借り受けよ

うとする場合にのみ記入すること。

４～８ 省略

９ この申請書には、次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 母子修学資金の貸付申請の場合には、修学又は実地修練を

証する書類

�・� 省略

� 母子住宅資金の貸付申請の場合には、住宅を補修し、保

全し、改築し、又は増築する箇所の図面及び経費見積書

�～� 省略

	 省略

様式第１号（その２） 省略

様式第２３号（第１７条関係） 母子福祉資金償還金支払猶予免除申請

書

省略

（様式第１号（その１）の裏面）

記 載 上 の 注 意

１・２ 省略

３ 貸付期間欄には、母子修学資金、母子技能習得資金、母子

修業資金、母子生活資金又は特例児童扶養資金を借り受けよ

うとする場合にのみ記入すること。

４～８ 省略

９ この申請書には、次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 母子修学資金の貸付申請の場合には、修学、実地修練 を

証する書類

�・� 省略

� 母子住宅資金の貸付申請の場合には、住宅を補修し、保

全し、改築し、又は増築する個所の図面及び経費見積書

�～� 省略

	 特例児童扶養資金の貸付申請の場合には、児童扶養手当

法施行令及び母子及び寡婦福祉法施行令の一部を改正する

政令（平成１４年政令第２０７号）附則第４条第１項各号に該

当することを証する書類


 省略

様式第１号（その２） 省略

様式第２３号（第１７条関係） 母子福祉資金償還金支払猶予免除申請

書

省略

省略 省略

省略

※

決

定

支払猶

予又は

免除額

元金 円 省略

※

決

定

支払猶

予又は

免除額

元金 ￥ 円

償還総額 円
�
�
�



元金 円��
�
�利子 円

利子 円 償還総額 ￥ 円
�
�
�



元金 円��
�
�利子 円

利子 ￥ 円

償還済額 円
�
�
�



元金 円��
�
�利子 円

計 円 償還済額 ￥ 円
�
�
�



元金 円��
�
�利子 円

計 ￥ 円

差引残額 円
�
�
�



元金 円��
�
�利子 円

省略
差引残額 ￥ 円

�
�
�



元金 円��
�
�利子 円

省略

省略 省略

支払猶予又は

免除の理由

借主の理由 省略 支払猶予又は

免除の理由

借主の理由 省略

災害、疾病、負傷、死

亡、在学、障害

省略 災害、疾病、負傷、死

亡、在学、障害、所得

省略

省略 省略

（記載上の注意）

１ 省略

２ 母子福祉資金償還金免除申請書には、次の書類を添付のこ

と。

�・� 省略

３ 省略

様式第２６号（第１８条関係） 母子福祉資金借主等の氏名又は住所変

更届

省略

母子福祉資金借主等の氏名又は住所変更届

省略

（記載上の注意）

１ 省略

２ 母子福祉資金償還金免除申請書には、次の書類を添付のこ

と。

�・� 省略

� 借主の所得の状況による場合所得の状況を証する書類

３ 省略

様式第２６号

省略

母子福祉資金借主等の氏名または住所変更届

省略
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様式第１５号の２及び様式第３０号の２を削る。

（愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部改正）

第３条 愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則様式第１号（その

１）及び様式第２３号の規定による書類は、同条の規定による改正後の愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則様式第１号（その

１）及び様式第２３号の規定による書類とみなす。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１～１３ 省略 １～１３ 省略

１４ 特例条例

別表４５の項

第１１号に規

定する母子

及び父子並

びに寡婦福

祉法（昭和

３９年法律第

１２９号）の

施行のため

の規則に基

づく事務で

あって規則

で定めるも

の

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行

細則（昭和４０年愛媛県規則第１９号。以下この

項において「規則」という。）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの

� 規則第５条（規則第８条第３項及び第１２

条第２項（これらの規定を規則第２２条の３

第１項及び第２４条第１項において準用する

場合を含む。）並びに規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金、

父子福祉資金又は寡婦福祉資金の貸付け等

の決定又は不承認の決定の通知に係る通知

書の交付に関する事務

� 規 則 第６条 第１項（規 則 第８条 第３項

（規則第２２条の３第１項及び第２４条第１項

において準用する場合を含む。）、第２２条

の３第１項及び 第２４条第１項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく母

子福祉資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資

金の借用書等の提出の受付及び知事への送

付に関する事務

�～� 省略

� 規則第１７条第５項（規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の償還金の支払猶予又は償還免除

の決定

又は不承認の決定の通知に係る通知書の交

付に関する事務

� 省略

１４ 特例条例

別表４５の項

第１１号に規

定する母子

及び父子並

びに寡婦福

祉法（昭和

３９年法律第

１２９号）の

施行のため

の規則に基

づく事務で

あって規則

で定めるも

の

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行

細則（昭和４０年愛媛県規則第１９号。以下この

項において「規則」という。）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの

� 規則第５条（規則第８条第３項及び第１２

条第３項（これらの規定を規則第２２条の３

第１項及び第２４条第１項において準用する

場合を含む。）並びに規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金、

父子福祉資金又は寡婦福祉資金の貸付け等

の決定又は不承認の決定の通知に係る通知

書の交付に関する事務

� 規 則 第６条 第１項（規 則 第８条 第３項

（規則第２２条の３第１項及び第２４条第１項

において準用する場合を含む。）、第２２条

の３第１項及び規則第２４条第１項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく母

子福祉資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資

金の借用書等の提出の受付及び知事への送

付に関する事務

�～� 省略

� 規則第１７条第５項（規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の償還金の支払猶予又は償還免除

（愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の

一部免除に関する条例（平成１７年愛媛県条

例第２８号）第１条の規定による特例児童扶

養資金貸付金の償還免除を除く。）の決定

又は不承認の決定の通知に係る通知書の交

付に関する事務

� 省略

１５～２０ 省略 １５～２０ 省略
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�愛媛県規則第１４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則（平成２５年愛媛県規則第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（市町が処理する事務）

第１１条 条例第７条第９号の規則で定める事務は、第６条の規定に

基づく精神通院医療に係る却下通知書の交付に関する事務とす

る。

様式第３号（第２条関係） 指定障害福祉サービス事業者指定変更

申請書

（市町が処理する事務）

第１１条 条例第７条第６号の規則で定める事務は、第６条の規定に

基づく精神通院医療に係る却下通知書の交付に関する事務とす

る。

様式第３号（第２条関係） 指定障害福祉サービス事業者指定変更

申請書

省略 省略

指定内容を

変更する事

業所

省略 指定内容を

変更する事

業所

省略

事業所の種類 □生活介護 □就労継続支援Ａ

型 □就労継続支援Ｂ型

事業所の種類 □生活介護

□就労継続支援Ｂ型

省略 省略

注 省略

様式第９号（第２条関係） 自立支援医療受給者証（精神通院医

療）再交付申請書

注 省略

様式第９号（第２条関係） 自立支援医療受給者証（精神通院医

療）再交付申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 破損又は汚損の場合にあっては、その自立支援医療受給

者証（精神通院医療）（様式第１号）を添付すること。

注１ 省略

２ 破損又は汚損の場合にあっては、その自立支援医療受給

者証 （様式第１号）を添付すること。

改 正 後 改 正 前

（指定児童発達支援事業者が通所給付決定保護者から支払を受け

ることができる費用）

第３条 省略

２ 前項第１号の費用については、基準省令

第２３条第４項の別に

厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

第９条 省略

（指定放課後等デイサービスの質の評価及び改善を行う事項）

第９条の２ 条例第７２条の２第３項の規則で定める事項は、次に掲

（指定児童発達支援事業者が通所給付決定保護者から支払を受け

ることができる費用）

第３条 省略

２ 前項第１号の費用については、児童福祉法に基づく指定通所支

援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労

働省令第１５号。以下「基準省令」という。）第２３条第４項の別に

厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

第９条 省略
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教育委員会規則

附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及び情

報を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及

び情報を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県個人番号の利用に関する条例別表第１の教育委員会規則で定める事務並びに同条例別表第２の教育委員会規則で定める事務及び情

報を定める規則（平成２７年愛媛県教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

げるものとする。

� 当該指定放課後等デイサービス事業者を利用する障害児及び

その保護者の意向、障害児の適性、障害の特性その他の事情を

踏まえた支援を提供するための体制の整備の状況

� 従業者の勤務の体制及び資質の向上のための取組の状況

� 指定放課後等デイサービスの事業の用に供する設備及び備品

等の状況

� 関係機関及び地域との連携、交流等の取組の状況

� 当該指定放課後等デイサービス事業者を利用する障害児及び

その保護者に対する必要な情報の提供、助言その他の援助の実

施状況

� 緊急時等における対応方法及び非常災害対策

� 指定放課後等デイサービスの提供に係る業務の改善を図るた

めの措置の実施状況

（基準該当放課後等デイサービスの事業についての準用）

第１１条 条例第７３条の４において準用する条例第５６条第２項の規則

で定める記録については第５条の規定を、条例第７３条の４におい

て準用する条例第７２条第３項の規則で定める費用については第９

条の規定を、条例第７３条の４において準用する条例第７２条の２第

３項の規則で定める事項については第９条の２の規定を、それぞ

れ準用する。この場合において、第５条第１号中「条例第２２条第

１項」とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第２２条

第１項」と、「指定児童発達支援」とあるのは「基準該当放課後

等デイサービス」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とある

のは「基準該当放課後等デイサービスに係る通所支援計画」と、

同条第３号中「条例第３６条」とあるのは「条例第７３条の４におい

て準用する条例第３６条」と、同条第４号中「条例第４６条第２項」

とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第４６条第２

項」と、同条第５号中「条例第５２条第２項」とあるのは「条例第

７３条の４において準用する条例第５２条第２項」と、同条第６号中

「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第７３条の４において準用

する条例第５４条第２項」と読み替えるものとする。

（基準該当放課後等デイサービスの事業についての準用）

第１１条 条例第７３条の４において準用する条例第５６条第２項の規則

で定める記録については第５条の規定を、条例第７３条の４におい

て準用する条例第７２条第３項の規則で定める費用については第９

条の規定を

、それぞ

れ準用する。この場合において、第５条第１号中「条例第２２条第

１項」とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第２２条

第１項」と、「指定児童発達支援」とあるのは「基準該当放課後

等デイサービス」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とある

のは「基準該当放課後等デイサービスに係る通所支援計画」と、

同条第３号中「条例第３６条」とあるのは「条例第７３条の４におい

て準用する条例第３６条」と、同条第４号中「条例第４６条第２項」

とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第４６条第２

項」と、同条第５号中「条例第５２条第２項」とあるのは「条例第

７３条の４において準用する条例第５２条第２項」と、同条第６号中

「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第７３条の４において準用

する条例第５４条第２項」と読み替えるものとする。

改 正 後 改 正 前

（条例別表第１の教育委員会規則で定める事務）

第１条 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例

（条例別表第１の教育委員会規則で定める事務）

第１条 愛媛県個人番号の利用に関する条例（平成２７年愛媛県条例
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県美術館管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県美術館管理規則の一部を改正する規則

愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第４９号。以下「条例」という。）別表第１の７の項の教育委員会

規則で定める事務は、県立中等教育学校前期課程の生徒の保護者

に対する学校給食費の援助を受ける資格の認定の申請の受理、そ

の申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関

する事務とする。

第２条 条例別表第１の８の項の教育委員会規則で定める事務は、

同項に規定する奨学給付金の受給資格の認定の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す

る事務とする。

第３条 条例別表第１の９の項の教育委員会規則で定める事務は、

次のとおりとする。

� 学び直し支援金（条例別表第１の９の項に規定する学び直し

支援金をいう。以下同じ。）の受給資格の認定の申請の受理、

その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

に関する事務

� 省略

第４条 条例別表第１の１０の項の教育委員会規則で定める事務は、

特別支援学校等への就学のため必要な経費の算定に必要な資料の

受理、その資料に係る事実についての審査又はその資料の提出に

対する応答に関する事務とする。

第４９号。以下「条例」という。）別表第１の５の項の教育委員会

規則で定める事務は、県立中等教育学校前期課程の生徒の保護者

に対する学校給食費の援助を受ける資格の認定の申請の受理、そ

の申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関

する事務とする。

第２条 条例別表第１の６の項の教育委員会規則で定める事務は、

同項に規定する奨学給付金の受給資格の認定の申請の受理、その

申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す

る事務とする。

第３条 条例別表第１の７の項の教育委員会規則で定める事務は、

次のとおりとする。

� 学び直し支援金（条例別表第１の７の項に規定する学び直し

支援金をいう。以下同じ。）の受給資格の認定の申請の受理、

その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答

に関する事務

� 省略

第４条 条例別表第１の８の項の教育委員会規則で定める事務は、

特別支援学校等への就学のため必要な経費の算定に必要な資料の

受理、その資料に係る事実についての審査又はその資料の提出に

対する応答に関する事務とする。

改 正 後 改 正 前

別表（第１３条関係）

１ 省略

２ 施設使用料

別表（第１３条関係）

１ 省略

２ 施設使用料

区分 使用料 区分 使用料

企画展示室１ 入場料が無料の場合 １４，７６０円 企画展示室１ 入場料が無料の場合 １４，６００円

入場料が有料の場合 ２３，６１０円 入場料が有料の場合 ２３，３６０円

企画展示室２ 入場料が無料の場合 １４，７６０円 企画展示室２ 入場料が無料の場合 １４，６００円

入場料が有料の場合 ２３，６１０円 入場料が有料の場合 ２３，３６０円

常設展示室１ 入場料が無料の場合 １３，３６０円 常設展示室１ 入場料が無料の場合 １３，２１０円

入場料が有料の場合 ２１，３７０円 入場料が有料の場合 ２１，１３０円

常設展示室２ 入場料が無料の場合 １８，０８０円 常設展示室２ 入場料が無料の場合 １７，８８０円

入場料が有料の場合 ２８，９２０円 入場料が有料の場合 ２８，６００円

常設展示室３ 入場料が無料の場合 １１，８１０円 常設展示室３ 入場料が無料の場合 １１，６８０円

入場料が有料の場合 １８，８９０円 入場料が有料の場合 １８，６８０円

特別展示室１ 入場料が無料の場合 ４，９８０円 特別展示室１ 入場料が無料の場合 ４，９２０円

入場料が有料の場合 ７，９６０円 入場料が有料の場合 ７，８７０円
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人事委員会規則

附 則

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県美術館管理規則別表の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用に係る使用料で施行日以後

に徴収するものについて適用し、施行日前の使用に係る使用料及び施行日以後の使用に係る使用料で施行日前に徴収したものについては、

なお従前の例による。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８６
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則等の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成２９年３月２４日

特別展示室２ 入場料が無料の場合 ３，５００円 特別展示室２ 入場料が無料の場合 ３，４６０円

入場料が有料の場合 ５，６００円 入場料が有料の場合 ５，５３０円

特別展示室３ 入場料が無料の場合 ５，８２０円 特別展示室３ 入場料が無料の場合 ５，７６０円

入場料が有料の場合 ９，３１０円 入場料が有料の場合 ９，２１０円

講堂 入場料が無料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
１，８１０円

講堂 入場料が無料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
１，７９０円

午後１時から

午後６時まで
３，０００円

午後１時から

午後６時まで
２，９７０円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
４，８１０円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
４，７６０円

入場料が有料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
２，８９０円

入場料が有料

の場合

午前９時４０分から

正午まで
２，８６０円

午後１時から

午後６時まで
４，８００円

午後１時から

午後６時まで
４，７５０円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
７，６９０円

全日（午前９時４０分

から午後６時まで）
７，６１０円

研修室 午前９時４０分から正午まで １，９９０円 研修室 午前９時４０分から正午まで １，９７０円

午後１時から午後６時まで ２，６１０円 午後１時から午後６時まで ２，５８０円

全日（午前９時４０分から午後６時

まで）
４，６００円

全日（午前９時４０分から午後６時

まで）
４，５５０円

県民ギャラリー１ １４，８４０円 県民ギャラリー１ １４，６７０円

県民ギャラリー２ １１，６５０円 県民ギャラリー２ １１，５３０円

県民ギャラリー３ ３，１７０円 県民ギャラリー３ ３，１３０円

県民ギャラリー４ ４，２３０円 県民ギャラリー４ ４，１８０円

県民ギャラリー５ ４，２３０円 県民ギャラリー５ ４，１８０円

県民ギャラリー６ ２，１１０円 県民ギャラリー６ ２，０８０円

県民ギャラリー７ ２，１１０円 県民ギャラリー７ ２，０８０円

県民ギャラリー８ ６，３５０円 県民ギャラリー８ ６，２８０円

県民ギャラリー９ ２，７５０円 県民ギャラリー９ ２，７２０円

県民ギャラリー１０ ２，８５０円 県民ギャラリー１０ ２，８１０円

県民ギャラリー１１ ２，８５０円 県民ギャラリー１１ ２，８１０円

県民ギャラリー１２ ３，１７０円 県民ギャラリー１２ ３，１３０円

注 県民ギャラリーを全て使用する場合の使用料は、この表の

規定にかかわらず、５３，４９０円とする。

３ 省略

注 県民ギャラリーを全て使用する場合の使用料は、この表の

規定にかかわらず、５２，８６０円とする。

３ 省略
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愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則（愛媛県人事委員会規

則７－１１５８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第３条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（平成２６年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職員）

第２条 平成２６年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

�・� 省略

� 切替日前に次に掲げる期間（以下「休職等期間」という。）

がある職員であって、切替日以降に当該休職等期間を含む期間

に係る復職時調整（初任給規則第３６条の２、職員の育児休業等

に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）第１０条、公益的法

人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７

号。以下「公益的法人等派遣条例」という。）第６条若しくは

第１６条、職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年愛媛県

条例第５９号。以下「自己啓発等休業条例」という。）第１０条又

は職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号。以下「配偶者同行休業条例」という。）第１１条の規定に

よる号給の調整をいう。以下同じ。）をされたもの

ア～ケ 省略

�～� 省略

（平成２６年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職員）

第２条 平成２６年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

�・� 省略

� 切替日前に次に掲げる期間（以下「休職等期間」という。）

がある職員であって、切替日以降に当該休職等期間を含む期間

に係る復職時調整（初任給規則第３６条の２、職員の育児休業等

に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）第１０条、公益的法

人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７

号。以下「公益的法人等派遣条例」という。）第６条若しくは

第１６条、職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年愛媛県

条例第５９号。以下「自己啓発等休業条例」という。）第１０条又

は職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号。以下「配偶者同行休業条例」という。）第１０条の規定に

よる号給の調整をいう。以下同じ。）をされたもの

ア～ケ 省略

�～� 省略

改 正 後 改 正 前

（休暇の算定）

第４条 年の中途において新規に採用された職員のその年における

年次休暇は、条例第５条第１項の日数に、発令以後の月数（法第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）又は地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１１０号）第６条第１項若しくは第１８条第１項、地方公共団

体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８

号。以下「任期付職員法」という。）第４条若しくは第５条若し

くは職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１０条第１項の規定により任期を定めて採用された職員に

あつては、在職する期間の月数。次項において同じ。）（１箇月

に満たない月は、切り上げる。）を１２で除した数を乗じた日数

（その日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきものとさ

れている日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきも

のとされている日数）とする。ただし、年次休暇の日数に端数を

生じた場合は、その端数は、四捨五入とする。

２ 省略

（休暇の算定）

第４条 年の中途において新規に採用された職員のその年における

年次休暇は、条例第５条第１項の日数に、発令以後の月数（法第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）又は地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１１０号）第６条第１項若しくは第１８条第１項、地方公共団

体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８

号。以下「任期付職員法」という。）第４条若しくは第５条若し

くは職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第９条第１項の規定により任期を定めて採用された職員に

あつては、在職する期間の月数。次項において同じ。）（１箇月

に満たない月は、切り上げる。）を１２で除した数を乗じた日数

（その日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきものとさ

れている日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきも

のとされている日数）とする。ただし、年次休暇の日数に端数を

生じた場合は、その端数は、四捨五入とする。

２ 省略
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（職員の配偶者同行休業に関する規則の一部改正）

第４条 職員の配偶者同行休業に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２―６６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（年次休暇）

第３条 省略

２ 省略

３ 前項の規定にかかわらず、休暇年度の中途において新たに法第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）又は地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１１０号）第６条第１項若しくは第１８条第１項、地方公共団

体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８

号。以下「任期付職員法」という。）第４条若しくは第５条若し

くは職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第１０条第１項の規定により任期を定めて採用された職員

（以下「任期付職員」という。）のその休暇年度における年次休

暇の日数は、条例第６条第１項の日数に再任用職員又は任期付職

員として在職する期間の月数（１箇月に満たない月は、切り上げ

る。）を１２で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の端数が

あるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。ただし、そ

の日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきものとされて

いる日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきものと

されている日数とする。

４・５ 省略

（年次休暇）

第３条 省略

２ 省略

３ 前項の規定にかかわらず、休暇年度の中途において新たに法第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項若しくは第２８条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

という。）又は地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第１１０号）第６条第１項若しくは第１８条第１項、地方公共団

体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８

号。以下「任期付職員法」という。）第４条若しくは第５条若し

くは職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年愛媛県条例第

３５号）第９条第１項の規定により任期を定めて採用された職員

（以下「任期付職員」という。）のその休暇年度における年次休

暇の日数は、条例第６条第１項の日数に再任用職員又は任期付職

員として在職する期間の月数（１箇月に満たない月は、切り上げ

る。）を１２で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の端数が

あるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。ただし、そ

の日数が労働基準法第３９条の規定により付与すべきものとされて

いる日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきものと

されている日数とする。

４・５ 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６

年愛媛県条例第３５号。以下「条例」という。）第１３条の規定に基

づき、職員の配偶者同行休業に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（届出に係る書類の提出）

第４条 第２条第２項の規定は、条例第９条の規定による届出につ

いて準用する。

（配偶者同行休業に伴う任期付職員の採用及び任期の更新）

第５条 任命権者は、条例第１０条第１項の規定により職員を採用し

ようとする場合は、職員となる者に、任期を定めて採用されるこ

と及びその任期について承諾した文書を提出させるものとする。

２ 任命権者は、条例第１０条第３項の規定により職員の同意を得る

場合には、当該職員に、任期を更新すること及びその更新する期

間について承諾した文書を提出させるものとする。

別記様式（第２条関係） 配偶者同行休業承認（期間延長）申請書

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６

年愛媛県条例第３５号。以下「条例」という。）第１２条の規定に基

づき、職員の配偶者同行休業に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（届出に係る書類の提出）

第４条 第２条第２項の規定は、条例第８条の規定による届出につ

いて準用する。

（配偶者同行休業に伴う任期付職員の採用及び任期の更新）

第５条 任命権者は、条例第９条第１項の規定により職員を採用し

ようとする場合は、職員となる者に、任期を定めて採用されるこ

と及びその任期について承諾した文書を提出させるものとする。

２ 任命権者は、条例第９条第３項の規定により職員の同意を得る

場合には、当該職員に、任期を更新すること及びその更新する期

間について承諾した文書を提出させるものとする。

別記様式（第２条関係） 配偶者同行休業承認（期間延長）申請書

省略 省略

申 請 の 区 分
□配偶者同行休業

□期間の延長 （□再度の延長）
申 請 の 区 分

□配偶者同行休業

□期間の延長

申

請

に

係

省略 申

請

に

係

省略

外 国 滞 在 事 由

（再度の延長が

必要な事情） （ ）

外 国 滞 在 事 由
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている第４条の規定による改正前の職員の配偶者同行休業に関する規則別記様式の規定による配偶者同

行休業承認（期間延長）申請書は、同条の規定による改正後の職員の配偶者同行休業に関する規則別記様式の規定による配偶者同行休業

承認（期間延長）申請書とみなす。

�愛媛県人事委員会規則７－１１８７
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則別表第３２の規定は、この規則の施行の日以後の無給休暇の許可の期間について適用

し、同日前の無給休暇の許可の期間については、なお従前の例による。

る

配

偶

者

省略 る

配

偶

者

省略

省略 省略

申請（延長）の期間 省略 申請（延長）の期間 省略

既に配偶者同行

休業をしている

期間

年 月 日から

年 月 日まで（うち、期間の再

度の延長の場合における当初の配偶者

同行休業の期間 年 月

日まで）

既に配偶者同行

休業をしている

期間

年 月 日から

年 月 日まで

省略 省略

注１～３ 省略

４ 「備考」の欄には、以前に配偶者同行休業をした場合に

おける当該配偶者同行休業の内容（配偶者の外国滞在事由

及び休業期間）、配偶者同行休業の期間を初めて延長する

場合における当該配偶者同行休業の期間の延長を申請する

理由その他任命権者が承認の可否を判断するに当たって必

要とする事項を記入すること。

５ 省略

注１～３ 省略

４ 「備考」の欄には、以前に配偶者同行休業をした場合に

おける当該配偶者同行休業の内容（配偶者の外国滞在事由

及び休業期間）、配偶者同行休業の期間を 延長する

場合における当該配偶者同行休業の期間の延長を申請する

理由その他任命権者が承認の可否を判断するに当たって必

要とする事項を記入すること。

５ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第３２（第３６条の２関係）

休職期間等調整換算表

別表第３２（第３６条の２関係）

休職期間等調整換算表

休 職 等 の 期 間 換 算 率 休 職 等 の 期 間 換 算 率

省略 省略

職員休暇条例第３条第３項又は教育職員休

暇条例第４条第３項の無給休暇の許可の期間

３
以下

３

職員休暇条例第３条第３項又は教育職員休

暇条例第４条第３項の無給休暇の許可の期間

１
以下

２

省略 省略

備考 省略 備考 省略
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�愛媛県人事委員会規則７－１１８８
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則１２－６８
職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の休日、休暇及び勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 省略

２ 前項の期間の算定については、次 に掲げる期間を除算す

る。

�～� 省略

� 育児休業法第１９条の規定による部分休業の承認を受けて

勤務しなかつた期間が３０日を超える

場合には、その勤務しなかつた全期間

� 省略

（勤勉手当に係る勤務期間）

第１２条 省略

２ 前項の期間の算定については、次の各号に掲げる期間を除算す

る。

�～� 省略

� 育児休業法第１９条の規定による部分休業の承認を受けて１日

の勤務時間の一部について勤務しなかつた日が９０日 を超える

場合には、その勤務しなかつた期間

� 省略

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第１条の３ 条例第３条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

�～� 省略 �～� 省略

� 職員が骨髄移植のため
しょう

の骨髄若しくは末梢血幹
しょう

細胞移植のための末梢血

幹細胞の提供希望者とし

てその登録を実施する者

に対して登録の申出を行

い、又は配偶者、父母、

子（条例第８条の２にお

いて子に含まれるものと

される者を含む。以下同

じ。）若しくは兄弟姉妹

以外の者に、骨髄移植の
しょう

ため骨髄若しくは末梢血

省略 � 職員が骨髄移植のため
しょう

の骨髄若しくは末梢血幹
しょう

細胞移植のための末梢血

幹細胞の提供希望者とし

てその登録を実施する者

に対して登録の申出を行

い、又は配偶者、父母、

子

若しくは兄弟姉妹

以外の者に、骨髄移植の
しょう

ため骨髄若しくは末梢血

省略
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しょう

幹細胞移植のため末梢血

幹細胞を提供する場合

で、当該申出又は当該提

供に伴い必要な検査、入

院等のため勤務しないこ

とがやむを得ないと認め

られるとき。

しょう

幹細胞移植のため末梢血

幹細胞を提供する場合

で、当該申出又は当該提

供に伴い必要な検査、入

院等のため勤務しないこ

とがやむを得ないと認め

られるとき

�・� 省略 �・� 省略

� 生後３年に達しない子を

育てる職員が、その子の保

育のために必要と認められ

る授乳等を行う場合

１日２回それぞれ６０分以内（生

後１年３月に達した子を育てる

職員がこの項の休暇を使用する

場合にあつては、３０分以内）の

時間（男子職員にあつては、そ

の子の当該職員以外の親（条例

第１２条第２項において親に含ま

れるものとされる者を含む。以

下同じ。）が当該職員がこの項

の休暇を使用しようとする日に

おけるこの項の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を許可さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年

法律第４９号）第６７条の規定によ

り同日における育児時間を請求

した場合は、１日２回それぞれ

６０分（生後１年３月に達した子

を育てる職員がこの項の休暇を

使用する場合にあつては、３０

分）から当該許可又は請求に係

る各回ごとの時間を差し引いた

時間を超えない時間）

� 生後３年に達しない子を

育てる職員が、その子の保

育のために必要と認められ

る授乳等を行う場合

１日２回それぞれ６０分以内（生

後１年３月に達した子を育てる

職員がこの項の休暇を使用する

場合にあつては、３０分以内）の

時間（男子職員にあつては、そ

の子の当該職員以外の親

が当該職員がこの項

の休暇を使用しようとする日に

おけるこの項の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を許可さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年

法律第４９号）第６７条の規定によ

り同日における育児時間を請求

した場合は、１日２回それぞれ

６０分（生後１年３月に達した子

を育てる職員がこの項の休暇を

使用する場合にあつては、３０

分）から当該許可又は請求に係

る各回ごとの時間を差し引いた

時間を超えない時間）

�～� 省略 �～� 省略

２ 条例第３条第３項の無給休暇の許可に係る同条第４項の人事委

員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由とし、当該

許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同表の右欄に

掲げる期間とする。

２ 条例第３条第３項の無給休暇の許可に係る同条第４項の人事委

員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由とし、当該

許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同表の右欄に

掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

職員

が要介護者を介

護する場合であつて、当該

職員が介護することがやむ

を得ないと認められると

き。

� 一の年において１８０日を超

えない範囲内でその都度必要

と認める期間。ただし、この

項の休暇を継続して使用しよ

うとする場合にあつては、連

続する６月の期間

� �に掲げる期間を超えてな

お必要となつた場合にあつて

は、１日２時間を超えない範

囲内でその都度必要と認める

期間

職員（再任用短時間勤務

職員（条例第５条第１項に

規定する再任用短時間勤務

職員をいう。以下同じ。）

及び任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短

時間勤務職員をいう。以下

同じ。）以外の非常勤職員

を除く。）が要介護者を介

護する場合であつて、当該

職員が介護することがやむ

を得ないと認められると

き。

一の年において１８０日を超えな

い範囲内でその都度必要と認め

る期間。ただし、この項の休暇

を継続して使用しようとする場

合にあつては、連続する６月の

期間（この期間が１８０日に満た

ない場合にあつては、１８０日）

３ 前項の表の右欄の期間は、引き続く期間とする。ただし、特別

の事情がある場合は、この限りでない。
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３ ３０分 を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間

（前項の表の右欄の�に掲げる期間を超えてなお必要となつた場

合にあつては、２時間）の範囲内とする。

４ 再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）に

対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項の表 の

規定の適用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員（条例第５条第１項に規定する再任用短

時間勤務職員をいう。以下同じ。）又は任期付短時間勤務職員

（同項に規定する任期付短時間勤務職員をいう。以下同じ。）

の１週間の勤務日（条例第１１条第４項に規定する勤務日をい

う。以下同じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日

数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時

間数（以下「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下

「不斉一型短時間勤務職員」という。）にあつては、３８時間４５

分に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務

時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その

者の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員

会が定める期間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除

して得た時間をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して

得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数））（その日数が５日を超えるときは、５日）」とす

る。

�・� 省略

（条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第１条の４ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

�～� 省略

� 前条第２項の表に規定する無給休暇を与える場合

２ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める単位は、

１分（前項第５号に掲げる場合にあつては、３０分）とする。

（休暇の算定）

第４条の４ 年の中途において勤務形態の変更があつた場合におけ

る職員の第１条の３第１項の表�の項及び�の項に規定する有給

休暇の日数、同条第２項の表 に規定する無給休暇の日

数等並びに年次休暇の日数は、その者の勤務時間等を考慮し人事

４ 第２項の表の右欄の期間は、一の年において既に与えられた無

給休暇の期間と通算して１８０日を限度として、延長することがで

きる。この場合における期間の延長は、特別の事情がないとき

は、１回に限るものとする。

５ １時間を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間

の範囲内とする。

６ 再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員

に

対する第１項の表�の項及び�の項、第２項の表並びに第４項の

規定の適用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務職員

又は任期付短時間勤務職員

の１週間の勤務日（条例第１１条第４項に規定する勤務日をい

う。以下同じ。）の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日

数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時

間数（以下「勤務形態」という。）が同一でない職員（以下

「不斉一型短時間勤務職員」という。）にあつては、３８時間４５

分に条例第１１条第１項の規定に基づき定められたその者の勤務

時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た時間数を、その

者の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間等に応じ人事委員

会が定める期間内の勤務時間を当該期間内の勤務日の日数で除

して得た時間をいう。以下同じ。）を１日として日に換算して

得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して

得た日数））（その日数が５日を超えるときは、５日）」とす

る。

�・� 省略

� 第４項中「１８０日」とあるのは、「１８０日に再任用短時間勤務

職員又は任期付短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日

で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤務職員に

あつては、１，３９５時間に条例第１１条第１項の規定に基づき定めら

れたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得

た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を１日として日に

換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨

五入して得た日数））（その日数が１８０日を超えるときは、１８０

日）」とする。

（条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第１条の４ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

�～� 省略

２ 条例第３条第５項ただし書の人事委員会規則で定める単位は、

１分 とする。

（休暇の算定）

第４条の４ 年の中途において勤務形態の変更があつた場合におけ

る職員の第１条の３第１項の表�の項及び�の項に規定する有給

休暇の日数、同条第２項の表及び第４項に規定する無給休暇の日

数 並びに年次休暇の日数は、その者の勤務時間等を考慮し人事
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委員会が定める。

（休暇の許可手続）

第６条 省略

２ 省略

３ 子の看護休暇及び第１条の３第１項の表�の項に規定する有給

休暇の認定の手続並びに条例第９条に規定する忌引及び父母の祭

日休暇の承認の手続については、前２項 の規定を準用

する。

（正規の勤務時間外勤務の制限）

第１２条の３ 前条第１項前段の請求がされた後勤務時間外勤務制限

開始日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 当該請求に係る子が民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の

２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合

（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養

子縁組が成立しないまま児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された場合に該当

することとなつたこと。

２ 省略

第１２条の３の２ 前２条（前条第１項第３号及び第４号を除く。）

の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合

において、第１２条の２第２項中「条例第１２条第１項に規定する措

置を講ずることが著しく困難であるかどうか」とあるのは「条例

第１２条第４項の規定により読み替えて準用する条例第１２条第１項

に規定する公務の正常な運営の妨げの有無」と、同条第３項中

「条例第１２条第１項に規定する措置を講ずるために」とあるのは

「条例第１２条第４項の規定により読み替えて準用する条例第１２条

第１項に規定する公務の正常な運営のために」と、前条第１項第

１号中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が離

縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくな

つた」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員との親族関係

が消滅した」と、同条第２項中「次の各号に掲げる事由のいずれ

か」とあるのは「前項第１号又は第２号に掲げる事由」と読み替

えるものとする。

（深夜勤務の制限）

第１２条の６ 前条第１項の請求がされた後深夜勤務制限開始日とさ

れた日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 当該請求に係る子が民法第８１７条の２第１項の規定による請

求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の

審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された

場合に該当することとなつたこと。

� 省略

２ 省略

委員会が定める。

（休暇の許可手続）

第６条 省略

２ 省略

３ 所属長は、第１項の規定による無給休暇の許可の申請があつた

場合において、当該申請に係る要介護者の負傷、疾病又は身体上

若しくは精神上の障害について当該申請をした職員に対して当該

申請に係る無給休暇の期間の属する年に既に無給休暇を与えたこ

とがあるときは、許可をしないものとする。ただし、特別の事情

がある場合は、この限りでない。

４ 子の看護休暇及び第１条の３第１項の表�の項に規定する有給

休暇の認定の手続並びに条例第９条に規定する忌引及び父母の祭

日休暇の承認の手続については、第１項及び第２項の規定を準用

する。

（正規の勤務時間外勤務の制限）

第１２条の３ 前条第１項前段の請求がされた後勤務時間外勤務制限

開始日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

２ 省略

（深夜勤務の制限）

第１２条の６ 前条第１項の請求がされた後深夜勤務制限開始日とさ

れた日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 省略

２ 省略
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（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１２条の７ 前２条（前条第１項第３号から第５号までを除く。）

の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合

において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護者」

と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請

求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当該請

求をした職員との親族関係が消滅した」と読み替えるものとす

る。

（時間外勤務の制限）

第１２条の９ 前条の規定により読み替えて準用する第１２条の２及び

第１２条の３（同条第１項第３号及び第４号並びに第２項各号を除

く。）の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。こ

の場合において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護

者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当

該請求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当

該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、同条第２項中

「次の各号に掲げる事由のいずれか」とあるのは「前項第１号又

は第２号に掲げる事由」と読み替えるものとする。

第１２条の７ 前２条（前条第１項第３号及び第４号 を除く。）

の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合

において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護者」

と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請

求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当該請

求をした職員との親族関係が消滅した」と読み替えるものとす

る。

（時間外勤務の制限）

第１２条の９ 前条の規定により読み替えて準用する第１２条の２及び

第１２条の３（同条第１項第３号及び 第２項各号を除

く。）の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。こ

の場合において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護

者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当

該請求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当

該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、同条第２項中

「次の各号に掲げる事由のいずれか」とあるのは「前項第１号又

は第２号に掲げる事由」と読み替えるものとする。

改 正 後 改 正 前

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 条例第４条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

（休暇の許可の事由及び期間）

第２条の３ 条例第４条第２項の有給休暇の許可に係る同条第４項

の人事委員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由と

し、当該許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同欄

に掲げる事由の区分に応じ、同表の右欄に掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

�～� 省略 �～� 省略

� 職員が骨髄移植のため
しょう

の骨髄若しくは末梢血幹
しょう

細胞移植のための末梢血

幹細胞の提供希望者とし

てその登録を実施する者

に対して登録の申出を行

い、又は配偶者、父母、

子（条例第９条の２にお

いて子に含まれるものと

される者を含む。以下同

じ。）若しくは兄弟姉妹

以外の者に、骨髄移植の
しょう

ため骨髄若しくは末梢血
しょう

幹細胞移植のため末梢血

幹細胞を提供する場合

で、当該申出又は当該提

供に伴い必要な検査、入

院等のため勤務しないこ

とがやむを得ないと認め

られるとき。

省略 � 職員が骨髄移植のため
しょう

の骨髄若しくは末梢血幹
しょう

細胞移植のための末梢血

幹細胞の提供希望者とし

てその登録を実施する者

に対して登録の申出を行

い、又は配偶者、父母、

子

若しくは兄弟姉妹

以外の者に、骨髄移植の
しょう

ため骨髄若しくは末梢血
しょう

幹細胞移植のため末梢血

幹細胞を提供する場合

で、当該申出又は当該提

供に伴い必要な検査、入

院等のため勤務しないこ

とがやむを得ないと認め

られるとき

省略

�・� 省略 �・� 省略

� 生後３年に達しない子を １日２回それぞれ６０分以内（生 � 生後３年に達しない子を １日２回それぞれ６０分以内（生
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育てる職員が、その子の保

育のために必要と認められ

る授乳等を行う場合

後１年３月に達した子を育てる

職員がこの項の休暇を使用する

場合にあつては、３０分以内）の

時間（男子職員にあつては、そ

の子の当該職員以外の親（条例

第１２条第２項において親に含ま

れるものとされる者を含む。以

下同じ。）が当該職員がこの項

の休暇を使用しようとする日に

おけるこの項の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を許可さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年

法律第４９号）第６７条の規定によ

り同日における育児時間を請求

した場合は、１日２回それぞれ

６０分（生後１年３月に達した子

を育てる職員がこの項の休暇を

使用する場合にあつては、３０

分）から当該許可又は請求に係

る各回ごとの時間を差し引いた

時間を超えない時間）

育てる職員が、その子の保

育のために必要と認められ

る授乳等を行う場合

後１年３月に達した子を育てる

職員がこの項の休暇を使用する

場合にあつては、３０分以内）の

時間（男子職員にあつては、そ

の子の当該職員以外の親

が当該職員がこの項

の休暇を使用しようとする日に

おけるこの項の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を許可さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年

法律第４９号）第６７条の規定によ

り同日における育児時間を請求

した場合は、１日２回それぞれ

６０分（生後１年３月に達した子

を育てる職員がこの項の休暇を

使用する場合にあつては、３０

分）から当該許可又は請求に係

る各回ごとの時間を差し引いた

時間を超えない時間）

�～� 省略 �～� 省略

２ 条例第４条第３項の無給休暇の許可に係る同条第４項の人事委

員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由とし、当該

許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同表の右欄に

掲げる期間とする。

２ 条例第４条第３項の無給休暇の許可に係る同条第４項の人事委

員会規則で定める事由は、次の表の左欄に掲げる事由とし、当該

許可に係る同項の人事委員会規則で定める期間は、同表の右欄に

掲げる期間とする。

事 由 期 間 事 由 期 間

職員

が要介護者を介護す

る場合であつて、当該職員

が介護することがやむを得

ないと認められるとき。

� 一の年において１８０日を超

えない範囲内でその都度必要

と認める期間。ただし、この

項の休暇を継続して使用しよ

うとする場合にあつては、連

続する６月の期間

� �に掲げる期間を超えてな

お必要となつた場合にあつて

は、１日２時間を超えない範

囲内でその都度必要と認める

期間

職員（再任用短時間勤務

教育職員（条例第６条第１

項に規定する再任用短時間

勤務教育職員をいう。以下

同じ。）及び任期付短時間

勤務教育職員（同項に規定

する任期付短時間勤務教育

職員をいう。以下同じ。）

以 外 の 非 常 勤 職 員 を 除

く。）が要介護者を介護す

る場合であつて、当該職員

が介護することがやむを得

ないと認められるとき。

一の年において１８０日を超えな

い範囲内でその都度必要と認め

る期間。ただし、この項の休暇

を継続して使用しようとする場

合にあつては、連続する６月の

期間（この期間が１８０日に満た

ない場合にあつては、１８０日）

３ ３０分 を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間

（前項の表の右欄の�に掲げる期間を超えてなお必要となつた場

合にあつては、２時間）の範囲内とする。

４ 再任用短時間勤務教育職員（条例第６条第１項に規定する再任

用短時間勤務教育職員をいう。以下同じ。）及び任期付短時間勤

３ 前項の表の右欄の期間は、引き続く期間とする。ただし、特別

の事情がある場合は、この限りでない。

４ 第２項の表の右欄の期間は、一の年において既に与えられた無

給休暇の期間と通算して１８０日を限度として、延長することがで

きる。この場合における期間の延長は、特別の事情がないとき

は、１回に限るものとする。

５ １時間を単位として与える無給休暇は、始業の時刻から連続

し、又は終業の時刻まで連続した時間で、１日を通じて４時間

の範囲内とする。

６ 再任用短時間勤務教育職員

及び任期付短時間勤
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務教育職員（同項に規定する任期付短時間勤務教育職員をいう。

以下同じ。）に対する第１項の表�の項及び�の項並びに第２項

の表 の規定の適用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務教育職員（条例第６条第１項に規定する再任

用短時間勤務教育職員をいう。以下同じ。）又は任期付短時間

勤務教育職員（同項に規定する任期付短時間勤務教育職員をい

う。以下同じ。）の１週間の勤務日（条例第１１条第３項に規定

する勤務日をいう。以下同じ。）の日数を５日で除して得た数

を乗じて得た日数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごと

の勤務時間の時間数（以下「勤務形態」という。）が同一でな

い職員（以下「不斉一型短時間勤務教育職員」という。）にあ

つては、３８時間４５分に条例第１１条第１項の規定に基づき定めら

れたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得

た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間

等に応じ人事委員会が定める期間内の勤務時間を当該期間内の

勤務日の日数で除して得た時間をいう。以下同じ。）を１日と

して日に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、こ

れを四捨五入して得た日数））（その日数が５日を超えるとき

は、５日）」とする。

�・� 省略

（条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第２条の４ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

�～� 省略

� 前条第２項の表に規定する無給休暇を与える場合

２ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める単位は、

１分（前項第５号に掲げる場合にあつては、３０分）とする。

（休暇の計算）

第４条の２ 年（暦年をいう。第６条第３項において同じ。）の中

途において勤務形態の変更があつた場合における職員の第２条の

３第１項の表�の項及び�の項に規定する有給休暇の日数並びに

同条第２項の表 に規定する無給休暇の日数等は、その

者の勤務時間等を考慮し人事委員会が定める。

２ 省略

（休暇の許可手続）

第６条 省略

２ 省略

務教育職員

に対する第１項の表�の項及び�の項、第２項の表

並びに第４項の規定の適用については、次のとおりとする。

� 第１項の表�の項期間の欄中「５日」とあるのは、「５日に

再任用短時間勤務教育職員

又は任期付短時間

勤務教育職員

の１週間の勤務日（条例第１１条第３項に規定

する勤務日をいう。以下同じ。）の日数を５日で除して得た数

を乗じて得た日数（１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ごと

の勤務時間の時間数（以下「勤務形態」という。）が同一でな

い職員（以下「不斉一型短時間勤務教育職員」という。）にあ

つては、３８時間４５分に条例第１１条第１項の規定に基づき定めら

れたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得

た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間（職員の勤務時間

等に応じ人事委員会が定める期間内の勤務時間を当該期間内の

勤務日の日数で除して得た時間をいう。以下同じ。）を１日と

して日に換算して得た日数（１日未満の端数があるときは、こ

れを四捨五入して得た日数））（その日数が５日を超えるとき

は、５日）」とする。

�・� 省略

� 第４項中「１８０日」とあるのは、「１８０日に再任用短時間勤務

教育職員又は任期付短時間勤務教育職員の１週間の勤務日の日

数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（不斉一型短時間勤

務教育職員にあつては、１，３９５時間に条例第１１条第１項の規定に

基づき定められたその者の勤務時間を３８時間４５分で除して得た

数を乗じて得た時間数を、その者の１日当たりの勤務時間を１

日として日に換算して得た日数（１日未満の端数があるとき

は、これを四捨五入して得た日数））（その日数が１８０日を超え

るときは、１８０日）」とする。

（条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める場合及び

単位）

第２条の４ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める

場合は、次に掲げる場合とする。

�～� 省略

２ 条例第４条第５項ただし書の人事委員会規則で定める単位は、

１分 とする。

（休暇の計算）

第４条の２ 年（暦年をいう。第６条第３項において同じ。）の中

途において勤務形態の変更があつた場合における職員の第２条の

３第１項の表�の項及び�の項に規定する有給休暇の日数並びに

同条第２項の表及び第４項に規定する無給休暇の日数 は、その

者の勤務時間等を考慮し人事委員会が定める。

２ 省略

（休暇の許可手続）

第６条 省略

２ 省略

３ 所属長は、第１項の規定による無給休暇の許可の申請があつた

場合において、当該申請に係る要介護者の負傷、疾病又は身体上

若しくは精神上の障害について当該申請をした職員に対して当該

申請に係る無給休暇の期間の属する年に既に無給休暇を与えたこ

とがあるときは、許可をしないものとする。ただし、特別の事情
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３ 子の看護休暇及び第２条の３第１項の表�の項に規定する有給

休暇の認定の手続並びに条例第１０条に規定する忌引及び父母の祭

日休暇の承認の手続については、前２項 の規定を準用

する。

（正規の勤務時間外勤務の制限）

第１２条の３ 前条第１項前段の請求がされた後勤務時間外勤務制限

開始日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 当該請求に係る子が民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の

２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合

（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養

子縁組が成立しないまま児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された場合に該当

することとなつたこと。

２ 省略

第１２条の３の２ 前２条（前条第１項第３号及び第４号を除く。）

の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合

において、第１２条の２第２項中「条例第１２条第１項に規定する措

置を講ずることが著しく困難であるかどうか」とあるのは「条例

第１２条第４項の規定により読み替えて準用する条例第１２条第１項

に規定する公務の正常な運営の妨げの有無」と、同条第３項中

「条例第１２条第１項に規定する措置を講ずるために」とあるのは

「条例第１２条第４項の規定により読み替えて準用する条例第１２条

第１項に規定する公務の正常な運営のために」と、前条第１項第

１号中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が離

縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくな

つた」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員との親族関係

が消滅した」と、同条第２項中「次の各号に掲げる事由のいずれ

か」とあるのは「前項第１号又は第２号に掲げる事由」と読み替

えるものとする。

（深夜勤務の制限）

第１２条の６ 前条第１項の請求がされた後深夜勤務制限開始日とさ

れた日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 当該請求に係る子が民法第８１７条の２第１項の規定による請

求に係る家事審判事件が終了した場合（特別養子縁組の成立の

審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除された

場合に該当することとなつたこと。

� 省略

２ 省略

第１２条の７ 前２条（前条第１項第３号から第５号までを除く。）

の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合

において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護者」

と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請

求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当該請

求をした職員との親族関係が消滅した」と読み替えるものとす

る。

（時間外勤務の制限）

第１２条の９ 前条の規定により読み替えて準用する第１２条の２及び

がある場合は、この限りでない。

４ 子の看護休暇及び第２条の３第１項の表�の項に規定する有給

休暇の認定の手続並びに条例第１０条に規定する忌引及び父母の祭

日休暇の承認の手続については、第１項及び第２項の規定を準用

する。

（正規の勤務時間外勤務の制限）

第１２条の３ 前条第１項前段の請求がされた後勤務時間外勤務制限

開始日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

２ 省略

（深夜勤務の制限）

第１２条の６ 前条第１項の請求がされた後深夜勤務制限開始日とさ

れた日の前日までに、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じた

場合には、当該請求はされなかつたものとみなす。

�～� 省略

� 省略

２ 省略

第１２条の７ 前２条（前条第１項第３号及び第４号 を除く。）

の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。この場合

において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護者」

と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請

求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当該請

求をした職員との親族関係が消滅した」と読み替えるものとす

る。

（時間外勤務の制限）

第１２条の９ 前条の規定により読み替えて準用する第１２条の２及び
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（職員の育児休業等に関する規則の一部改正）

第３条 職員の育児休業等に関する規則（愛媛県人事委員会規則１２－３３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１２条の３（同条第１項第３号及び第４号並びに第２項各号を除

く。）の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。こ

の場合において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護

者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当

該請求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当

該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、同条第２項中

「次の各号に掲げる事由のいずれか」とあるのは「前項第１号又

は第２号に掲げる事由」と読み替えるものとする。

第１２条の３（同条第１項第３号及び 第２項各号を除

く。）の規定は、要介護者を介護する職員について準用する。こ

の場合において、同条第１項第１号中「子」とあるのは「要介護

者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消しにより当

該請求をした職員の子でなくなつた」とあるのは「要介護者と当

該請求をした職員との親族関係が消滅した」と、同条第２項中

「次の各号に掲げる事由のいずれか」とあるのは「前項第１号又

は第２号に掲げる事由」と読み替えるものとする。

改 正 後 改 正 前

（条例第２条第５号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職員）

第２条 条例第２条第５号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職

員は、１週間の勤務日が３日以上と定められている非常勤職員又

は週以外の期間によって勤務日が定められている非常勤職員であ

って、１年間の勤務日が１２１日以上と定められているものとす

る。

（条例第３条第３号イの人事委員会規則で定める場合）

第３条 条例第３条第３号イの人事委員会規則で定める場合は、次

に掲げる場合とする。

� 省略

� 常態として条例第３条第３号イに規定する当該子を養育して

いる当該子の親（当該子について民法（明治２９年法律第８９号）

第８１７条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について

家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判

所に係属している場合に限る。）であって当該子を現に監護す

るもの又は児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子

を委託されている同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親（以下「養子縁組里親」という。）である者若しくは同条第

１号に規定する養育里親である者（当該子の親その他の同法第

２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定によ

り、養子縁組里親として当該子を委託することができない者に

限る。）を含む。）である配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）であって当該

子の１歳到達日後の期間について常態として当該子を養育する

予定であったものが次のいずれかに該当した場合

ア～エ 省略

様式第２号（第５条、様式第１号関係） 育児休業承認請求書

（条例第２条第４号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職員）

第２条 条例第２条第４号ア�の人事委員会規則で定める非常勤職

員は、１週間の勤務日が３日以上と定められている非常勤職員又

は週以外の期間によって勤務日が定められている非常勤職員であ

って、１年間の勤務日が１２１日以上と定められているものとす

る。

（条例第３条第３号イの人事委員会規則で定める場合）

第３条 条例第３条第３号イの人事委員会規則で定める場合は、次

に掲げる場合とする。

� 省略

� 常態として条例第３条第３号イに規定する当該子を養育して

いる当該子の親

である配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）であって当該

子の１歳到達日後の期間について常態として当該子を養育する

予定であったものが次のいずれかに該当した場合

ア～エ 省略

様式第２号（第５条、様式第１号関係） 育児休業承認請求書

省略 省略

省略 省略

請求に係る子 請求者との続柄等 請求に係る子 請求者との続柄

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第３号（第７条関係） 養育状況変更届

注 省略

様式第３号（第７条関係） 養育状況変更届

省略 省略

□ 育児休業等に係る子を養育しなくなった。

□ 同居しなくなった。 □ 負傷又は疾病

□ 育児休業等に係る子を養育しなくなった。
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公安委員会規則

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の日から平成２９年３月３１日までの間における第３条の規定による改正後の職員の育児休業等に関する規則第３条第２号

の規定の適用については、同号中「第６条の４第２号に規定する養子縁組里親」とあるのは「第６条の４第１項に規定する里親であって

養子縁組によって養親となることを希望しているもの」と、「同条第１号」とあるのは「同条第２項」とする。

３ この規則施行の際現に提出されている第３条の規定による改正前の職員の育児休業等に関する規則様式第２号、様式第４号及び様式第

５号の規定による書類は、同条の規定による改正後の職員の育児休業等に関する規則様式第２号、様式第４号及び様式第５号の規定によ

る書類とみなす。

�愛媛県公安委員会規則第２号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県公安委員会委員長 増 田 吉 利

届

出

の

事

由

□ その他（ ）

□ 育児休業等に係る子が死亡した。

□ 育児休業等に係る子と離縁した。

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。

□ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組によ

り終了した。

□ 育児休業等に係る子についての民法（明治２９年法律第

８９号）第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事

審判事件が終了した。（特別養子縁組の成立の審判が確

定した場合を除く。）

□ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号

の規定による措置が解除された。

□ その他（ ）

届

出

の

事

由

□ 同居しなくなった。 □ 負傷又は疾病

□ その他（ ）

□ 育児休業等に係る子が死亡した。

□ 育児休業等に係る子と離縁した。（養子縁組の取消し

を含む。）

□ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組によ

り終了した。

□ その他（ ）

省略 省略

注 省略

様式第４号（第１１条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

注 省略

様式第４号（第１１条、様式第１号関係） 育児短時間勤務承認請求

書

省略 省略

省略 省略

請求に係る子 請求者との続柄等 請求に係る子 請求者との続柄

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第５号（第１５条関係） 部分休業承認請求書

（表）

注 省略

様式第５号（第１５条関係） 部分休業承認請求書

（表）

省略 省略

省略 省略

請求に係る子 請求者との続柄等 請求に係る子 請求者との続柄

省略 省略

省略 省略

（裏） 省略 （裏） 省略
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公営企業管理規程

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第１号
愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２９年３月２４日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（総務課）

第２２条 総務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関する

こと。

� 省略

（教養課）

第２９条 教養課においては、次の事務をつかさどる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

第５８条 省略

（取調べ監督室）

第５８条の２ 総務課に、取調べ監督室を附置する。

２ 取調べ監督室は、第２２条第８号の事務をつかさどる。

３ 取調べ監督室に、室長を置き、警視の階級にある警察官をもっ

て充てる。

４ 室長は、上司の命を受け、取調べ監督室の事務を掌理し、部下

職員を指揮監督する。

（術科指導室）

第６４条 省略

２ 術科指導室は、第２９条第５号及び第６号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

（総務課）

第２２条 総務課においては、次の事務をつかさどる。

�～� 省略

� 省略

（教養課）

第２９条 教養課においては、次の事務をつかさどる。

� 被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関する

こと。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

� 省略

第５８条 省略

（術科指導室）

第６４条 省略

２ 術科指導室は、第２９条第４号及び第５号の事務をつかさどる。

３・４ 省略

改 正 後 改 正 前

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第５条の２ 所属長は、３歳に満たない子（職員の休日、休暇並び

に勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第８条

の２において子に含まれるものとされる者を含む。以下同じ。）

のある職員が、当該子を養育するために請求した場合には、当該

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第５条の２ 所属長は、３歳に満たない子

のある職員が、当該子を養育するために請求した場合には、当該
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請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、正規の勤務時間（第４条に規定する勤

務時間をいう。以下同じ。）外の勤務（災害その他避けることの

できない事由に基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならな

い。

２ 所属長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職

員の配偶者で当該子の親（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に

関する条例第１２条第２項において親に含まれるものとされる者を

含む。）であるものが、次の各号のいずれにも該当しない場合に

おける当該職員に限る。）が、当該子を養育するために請求した

場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜（午後１０

時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）における勤

務をさせてはならない。

�～� 省略

３ 省略

４ 前３項（第２項各号を除く。）の規定は、負傷、疾病又は身体

上若しくは精神上の障害のため介護を必要とする配偶者（婚姻の

届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）、２親等以内の親族又は配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）の父母の配

偶者 を介護する職員について準用

する。この場合において、第１項中「３歳に満たない子（職員の

休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例

第５６号）第８条の２において子に含まれるものとされる者を含

む。以下同じ。）のある職員」とあるのは「負傷、疾病又は身体

上若しくは精神上の障害のため介護を必要とする配偶者（婚姻の

届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）、２親等以内の親族又は配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）の父母の配

偶者（以下「要介護者」という。）のある職員」と、「子を養育

する」とあるのは「要介護者を介護する」と、「当該請求をした

職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難であ

る」とあるのは「公務の正常な運営を妨げる」と、第２項中「小

学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例第１２

条第２項において親に含まれるものとされる者を含む。）である

ものが、次の各号のいずれにも該当しない場合における当該職員

に限る。）」とあるのは「要介護者

のある職員」と、「子を養育する」とあるのは

「要介護者を介護する」と、「をいう。以下同じ。」とあるのは

「をいう。」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員」とあるのは「要介護者のある職員」と、「子を養育す

る」とあるのは「要介護者を介護する」と読み替えるものとす

る。

（休暇）

第１３条 職員の休暇については、職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例 の例による。

（部分休業）

第１３条の２ 省略

請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、正規の勤務時間（第４条に規定する勤

務時間をいう。以下同じ。）外の勤務（災害その他避けることの

できない事由に基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならな

い。

２ 所属長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職

員の配偶者で当該子の親

であるものが、次の各号のいずれにも該当しない場合に

おける当該職員に限る。）が、当該子を養育するために請求した

場合には、公務の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜（午後１０

時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）における勤

務をさせてはならない。

�～� 省略

３ 省略

４ 前２項（第２項各号を除く。）の規定は、負傷、疾病又は身体

上若しくは精神上の障害のため介護を必要とする配偶者（婚姻の

届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）、２親等以内の親族又は配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）の父母の配

偶者（以下「要介護者」という。）を介護する職員について準用

する。この場合において

、第２項中「小

学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親

である

ものが、次の各号のいずれにも該当しない場合における当該職員

に限る。）」とあるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上

の障害のため介護を必要とする配偶者（婚姻の届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）、２親等以

内の親族又は配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。）の父母の配偶者（以下「要介

護者」という。）のある職員」と、「子を養育する」とあるのは

「要介護者を介護する」と、「をいう。以下同じ。」とあるのは

「をいう。」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員」とあるのは「要介護者のある職員」と、「子を養育す

る」とあるのは「要介護者を介護する」と読み替えるものとす

る。

（休暇）

第１３条 職員の休暇については、職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の例による。

（部分休業）

第１３条の２ 省略
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附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

２～４ 省略

５ 修学部分休業及び高齢者部分休業の承認の失効等及び不利益取

扱いの禁止については、地方公務員法

及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律

の例による。

（恩給）

第１９条 恩給法（大正１２年法律第４８号）の準用を受ける職員又は愛

媛県恩給条例（昭和３２年愛媛県条例第２５号） の適用を受ける職

員が退職し、又は死亡したときは、本人又はその遺族の請求を待

つて、同法又は同条例の規定により恩給を支給する。

（懲戒）

第２３条 職員の懲戒については、地方公務員法

その他の法令に定めるもののほか、職員の懲戒に関する条例

（昭和２６年愛媛県条例第４４号）の定めるところによる。

２～４ 省略

５ 修学部分休業及び高齢者部分休業の承認の失効等及び不利益取

扱いの禁止については、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

及び地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平

成１４年法律第４８号）の例による。

（恩給）

第１９条 恩給法（大正１２年法律第４８号）の準用をうける職員又は愛

媛県吏員恩給規則（大正１２年愛媛県令第６８号）の適用を受ける職

員が退職 又は死亡したときは、本人又はその遺族の請求をま

つて、同法又は同規則の規定により恩給を支給する。

（懲戒）

第２３条 職員の懲戒については地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）その他の法令に定めるもののほか、職員の懲戒に関する条例

（昭和２６年愛媛県条例第４４号）の定めるところによる。

平成２９年３月２４日 発行
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